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第１章 取組の概要 

 

第１章 “ふじのくに”のフロンティアを拓く取組の概要 

１ 全体構想の概要 

“ふじのくに”のフロンティアを拓く取組（旧称：「内陸のフロンティア」を拓

く取組）は、防災・減災と地域成長が両立した地域づくりと「多彩なライフスタイ

ルの実現」を目指し、県・市町・関係団体等が一体となって推進しています。 

本取組は、2011（平成 23 年）度から始まり、2013 年（平成 25 年）２月に国の「地

域活性化総合特別区域」の指定を受けるとともに、同年４月全体構想を策定しまし

た。また、2014 年（平成 26 年）度から「フロンティア推進区域」制度を創設し、

これまでの第１期５年間で県内 35 市町への拡大と早期の具体化を図り、概ねその

目標を達成しました。 

そこで、本年３月に全体構想を改定するとともに、2022 年までの５年間の第２期

計画を策定しました。本年４月には「地域活性化総合特別区域」計画の５年間の延

長が認められ、また県独自の推進区域における各支援事業を延長しました。 

本取組は、基本目標の目指す姿を「安全・安心で魅力ある県土の実現」とし、こ

の達成のため「沿岸・都市部リノベーション」、「内陸・高台部のイノベーション」、

「内外に開かれた多中心の対流型都市圏の形成」、「多彩なライフスタイルの実現」

の４つの戦略により、総合的、複合的に事業を展開します。 

 

 

 

【“ふじのくに”のフロンティアを拓く取組 全体構想の概要】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

基本戦略 

沿岸・都市部の 

リノベーション【再生】 

内陸・高台部の 

イノベーション【革新】 

内外に開かれた多中心の 

対流型都市圏の形成 

多彩なライフスタイルの 

実現 

戦

略

１

戦

略

２

戦

略

３

戦

略

４

目指す姿 基本目標 

安
全
・
安
心
で
魅
力
あ
る
県
土
の
実
現 

 

防災・減災機能の充実・強化 

地域資源を活用した 

新たな産業の創出・集積 

誰もが憧れる美しくゆとり 

ある暮らし・環境の創出 

 

交通・情報基盤の充実・強化 
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第１章 取組の概要 

 

 

【４つの基本戦略と方向性】 

戦

略

１ 

沿岸・都市部の

リノベーション

【再生】 

巨大地震がもたらす津波被害等の自然災害から県民の

生命と財産、産業を守るための防災・減災対策を最優

先に実施しながら、地域産業の活性化やゆとりある住

空間の整備等を促進し、沿岸地域や既存の都市を再生

します。 

戦

略

２ 

内陸・高台部の

イノベーション

【革新】 

内陸・高台部では、高規格幹線道路のＩＣ(ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ)
やＳＩＣ(ｽﾏｰﾄｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ)の周辺地域等において、豊富

な地域固有の資源を活用した、新しい産業の創出・集

積や、豊かな自然と調和したゆとりある暮らし空間の

整備等を促進し、美しさと品格を備えた活力ある地域

に革新します。 

戦

略

３ 

内外に開かれた

多中心の対流型

都市圏の形成 

地域独自の個性の磨き上げや創造によって、人・モノ・

情報を呼び込む求心力を高めつつ、交通、情報等のネ

ットワークの充実強化により、都市と農山漁村、沿岸

と内陸、隣接県や海外に至る様々なレベルで活発な「対

流」が発生する活力ある都市圏を形成します。 

戦

略

４ 

多彩なライフス

タイルの実現 

地域の自然、歴史、文化等の資源を活かして生活を楽

しむ暮らし方の提案を行います。併せてコミュニティ

の再生や多様な主体による共助社会づくりを進め、誰

もが価値観やライフステージに応じて、望むライフス

タイルを選択できる環境を創出します。 
 

２ 構想の期間・行程 

段階的な施策展開によって効果的な構想の実現を図るため、構想期間を３期に 

区分し、各期間において基本計画を策定しています。 

期間 取組 

第１期 

2013-2017 年度 

・防災・減災と地域成長が両立した新しい地域づくりの

県内全域への拡大 

第２期 

2018-2022 年度 

・ふじのくにフロンティア推進区域の早期完了 

・地域間の共生・対流の創出 

第３期 

2023-2027 年度 

・重層的な広域連携による地域の個性あふれる対流型都

市圏の形成 

・共生・対流の県外への拡大 
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第１章 取組の概要 

 

 

【行程のイメージ】 

第１期：2013 年度～2017 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２期：2018 年度～2022 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３期：2023 年度～2027 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

駅

推進区域 

（産業創出） 
推進区域 

（産業創出） 

隣接県 

A 市 

B 町 

C 市 

SIC IC 

沿岸・都市部 

内陸・高台部 

B 町 

A 市 

C 市 

隣接県

X 町 

県境を越えた連携 

ネットワーク

の充実・強化

 自然と調和した

ゆとりある暮ら

し空間の実現 

静岡モデル・森の防潮堤 

 産業の集積 

対流 

・防災・減災と地域成長が両立した新しい地域づくりの県内全域への拡大 

・フロンティア推進区域の早期完了 
・地域間の共生・対流の創出 

 

推進区域（森の防潮堤）

対流 
 自 然 と 調 和 し た

ゆ と り あ る 暮 ら

し空間の実現 

 産業の創出 

 都市機能の集約 

 快適な住環境の整備 

 中心市街地の活性化 等 

・内外に開かれた多中心の対流型都市圏の形成 新幹線駅 

推進区域周辺エリア 
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第１章 取組の概要 

 

３ 第２期基本計画 
（１）計画の概要 

第２期基本計画は、2018 年度（平成 30 年度）から 2022 年度までの５年間を 

計画期間とし、ふじのくにフロンティア推進区域において計画された事業の早期

完了を図ります（戦略１、２）。さらに、それらの成果を活用して、人・モノ・

情報が双方向で行き交う対流が発生する、活力ある圏域づくりを推進するととも

に、誰もが望むライフスタイルを選択できる環境を創出します（戦略３、４）。 

 

（２）推進方法 

 “ふじのくに”のフロンティアを拓く取組は、県独自の「ふじのくにフロンテ 

ィア推進区域」制度とともに、規制の特例措置や税制・財政措置、金融措置を総 

合的に行う国の「地域活性化総合特別区域」制度（ふじのくに防災減災・地域成 

長モデル総合特区）を活用し、取組を推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ふじのくにフロンティア

推進区域等制度 

規制特例、財政措置、金融

措置  

県独自の支援事業 等 

“ふじのくに”のフロンティアを拓く取組 

Ｐ 

Ｄ 

Ｃ 

Ａ 

前年度の実績評価 

総合特別区域基本方針に基

づく国（内閣府）による評価 

ふじのくに防災減災・地域

成長モデル総合特区計画 

フロンティア 

第２期基本計画 

翌年度以降の取組に反映 

当該年度の実績（見込）評価 

“ふじのくに”のフロンティアを拓く取組 評価委員会 

地域活性化総合 
特別区域制度 

県議会 常任委員会 

県本部員会議 
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第２章 第２期基本計画の戦略の評価 

 

 

第２章 第２期基本計画の戦略の評価 

１ 概要 

（１） 戦略１、２（ふじのくにフロンティア推進区域の早期完了）の評価 

2017(H29) 2018(H30) 2022 
評価指標 

基準値 見込 目標値 目標値 

達成

状況

計画事業が完了したふじ

のくにフロンティア推進

区域の割合 

（2017）

32% 

(25 区域) 

 

44% 

(33 区域) 

 

47% 

(35 区域) 

（2022） 

100% 

(75 区域) 

Ｂ 

ふじのくにフロンティア

推進区域における工業用

地等造成面積 

(2013～2017)

50ha 

 

(2013～2018) 

120ha 

 

(2013～2018)

 106ha 

 

（2013～2022）

  480ha 

 

Ｂ 

戦 

略

１

・ 

２ ふじのくにフロンティア

推進区域における住宅地

造成区画数 

(2013～2017)

318 

区画 

(2013～2018)

324 

区画 

(2013～2018)

318 

区画 

（2013～2022）

 900 

 区画 

Ｂ 

Ａ：現状値が目標設定時の想定以上であり、目標達成が見込まれる 
Ｂ：現状値から判断し、目標達成が見込まれる 
Ｃ：目標達成に向け、より一層の推進を要する 

・ 「ふじのくにフロンティア推進区域の早期完了」に向け、３つの評価指標は順

調に進捗が図られています。一方、未着手区域（４区域）の早期事業着手を促

進していく必要があります。 

・ 35 市町の 75 の推進区域のうち、４割以上の 33 区域で事業が完了し、21 区域で

事業が一部完了するなど、54 区域で取組の効果が発現します。 

・ 工業団地等に64社の企業が立地し、約2,700人の雇用創出されています。また、

企業と市町の間で、緊急時の物資拠点や取扱い貨物の物資提供等に関する防災

協定 15 件が締結され、地域の防災力の強化が図られています。 

・ 造成が完了した 229 区画の住宅地で売買契約が成立しています。 

 

（２）戦略３，４（地域間の共生・対流の創出）の評価 

・ 戦略３と４は、一体として「地域間の共生・対流の創出」の達成状況を検証す

る必要があります。第２期計画は、今年度よりスタートし、評価指標の数値の

推移により戦略の達成度を測ることは困難であるため、評価指標の目標水準の

妥当性の検証を行いました。 

・ 「県民の地域活動参加率」が 86.2％となり、目標値（85％以上）を超えて推移

したことから、現在の目標水準の毎年度達成を目指す目標値に変更します。 

・ 都市機能の適正な配置、拠点間を繋ぐネットワークの形成、多彩なライフスタ

イルを選択できる環境整備は着実に進んでおり、今後、目標達成に向け、着実

に取り組んでいくことが重要です。 
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第２章 第２期基本計画の戦略の評価 

 

 

評価指標 基準値 直近値 目標値 

立地適正化計画作成市町

数 

（2016） 

1 市町 

(2017) 

2 市町 

（2021） 

14 市町 

高規格幹線道路へのアク

セス道路の供用率（延長）

（2016） 

62.3％ 

（22.0 ㎞） 

（2017） 

62.3％ 

（22.0 ㎞） 

（2022） 

 84.7％ 

（29.9km） 

戦 

略 

３ 

地域公共交通網形成計画

作成区域数 

（2016） 

5 区域 

(2017) 

10 区域 

（2021） 

17 区域 

新エネルギー等導入量 
（2016） 

105.1 万 kℓ 
－ 

（2021） 

159.1 万 kℓ 

県民の地域活動参加率 
（2017※） 

76.2％ 

（2018※） 

86.2％ 

（2022） 

(新)毎年度 85％以上 

(旧)85％以上 

戦 

略

４ 

移住相談窓口等を利用し

た県外からの移住者数 

（2016） 

787 人 

（2017） 

1,070 人 

（2018～2022） 

累計 4,000 人 

※  地域活動参加率は、前年度の成果が当該年度のアンケート結果に現れるため、 

実績の評価年度について、他指標とのずれはありません。 

 

（３）今後の展開 

・ 未着手区域等の課題解決に向け、支援を強化し、計画事業の早期完了を図りま

す。 

・ 完了した推進区域の事業効果を更に高めるため、相互の拠点が、連携・補完し

合う、「エリア」形成に取り組み広域的な圏域形成の先導的モデルの構築に取り

組みます。 

・ 人口減少が進む中、進化する交通・情報ネットワークや、革新的技術を活用し、

利便性が高く快適に暮らすことができる、自然と調和した県土づくりを目指す

「スマートガーデンカントリー“ふじのくに”」の考え方に基づき、市町の取組

を促進します。 

 

<「スマートガーデンカントリー“ふじのくに”」の考え方に基づく取組の視点例> 

◎安全・安心（ＩＣＴ等の先端技術活用）  ◎エネルギーの地産地消（省エネ×創エネ×蓄エネ）   

◎スマート農林業・スマートファクトリー等  ◎暮らしやすいまち（モビリティの向上等）

◎生活と自然が調和したゆとりある居住空間  ◎美しい景観の保持・創造 

◎文化・歴史を生かした個性あるまち 
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第２章 第２期基本計画の戦略の評価 

 

 

２ 戦略１，２に係る取組評価 
 

○ふじのくにフロンティア推進区域の早期完了 

＜戦略１＞沿岸・都市部のリノベーション（再生） 

＜戦略２＞内陸・高台部のイノベーション（革新） 

 

（１）戦略の方向性 

沿岸都市部では、巨大地震がもたらす津波被害等の自然災害から県民の生命と 
財産、産業を守るための防災・減災対策を最優先に実施しながら、地域産業の活

性化やゆとりある暮らし空間の整備等を促進し、地域を再生します。 
内陸・高台部では、高規格幹線道路のＩＣ（インターチェンジ）やＳＩＣ（ス 

マートインターチェンジ）の周辺地域等において、豊富な地域固有の資源を活用

した、新しい産業の創出・集積や、豊かな自然と調和したゆとりある暮らし空間

の整備等を促進し、美しさと品格を備えた活力ある地域に革新します。 
 

（２）今年度の取組 

●ふじのくにフロンティア推進区域における計画事業の早期完了に向けた支援 

(ア) 土地利用調整等に係る相談対応 

前年度に立ち上げ体制を強化した、関係部局をメンバーとする「ふじのくに

フロンティア推進プロジェクトチーム」により、全庁一体となり事業の推進に

向けた土地利用調整等を図っています。 

平成 30 年度は４区域において、農業振興地域における市街地編入等、農地を

対象とした市町からの土地利用調整の相談に対応するとともに、その解決に向

けた助言等を行い、事業の進捗を推進してきました。 

推進区域の都市的土地利用に向けた土地利用調整等について、関係部局が連

携して相談対応を行っています。 

 

(イ) 企業誘致への取組 

企業誘致活動を推進するため、庁内の企業誘致情報連絡会において、誘致活

動状況や金融・財政支援制度等の情報を共有し、連携を図っています。 
また、フロンティア推進区域の情報を掲載したホームページをリニューアル

し、最新の進捗状況等を情報発信するとともに、取組に関する支援策を分かり

やすく紹介したパンフレットを新たに作成し、首都圏等の展示会等で周知する

など、企業へのＰＲを強化しました 
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(ウ) 内陸フロンティア推進コンソーシアムとの協働  
金融機関や企業に本取組を広く周知し企業誘致につなげるため、内陸フロン

ティア推進コンソーシアムと連携し、業種別セミナーなどを実施しています。

総合特区支援利子補給金制度や地方拠点強化税制等の制度説明を行い、企業に

とって投資のインセンティブとなる情報を提供しました。 

また、コンソーシアムとともに県内企業へのアンケート及びヒアリングによ

る動向調査を実施し、今後の施策に反映させるための企業ニーズの把握を行っ

ています。 

 

(エ) ふじのくにフロンティア推進区域への支援制度 

各種助成金等の５つの支援事業を 2022 年度まで延長し、第２期計画におけ

る支援体制を整えました。なお、本年度、工業用地内の公共施設整備助成は、

支援額が約２億円と過去４年間で最大となる見込みです。 

また、企業の用地取得費の嵩上げ助成は、支援額が前年度の 1.4 億円に対し

約５倍の７億円、支援件数が前年度の３件に対し７件と、額と件数ともに過去

３年間で最大となる見込みです。 

このほかの支援事業も継続的に活用されており、推進区域への重点支援によ

り、取組の早期完了を促進しています。 

 

(オ) 地域活性化総合特別区域制度の活用 

○ 総合特区利子補給金制度 

平成 30 年度は２つの推進区域において２件の物流施設の申請が有り、総額

30 億円の融資が実行されました。 

  

○「国と地方の協議」における規制の特例措置提案 

    市町からの提案に基づく国と地方の協議の結果を、以下の事業に活用しまし

た。 

 提案事項 H30 活用実績 

１ 
土地利用規制に関する国との一

括事前協議制度の創設 

２ 
農用地区域の変更及び農地転用

の特例 

土地利用の方針決定を迅速化する

新たな協議スキームにより、土地利

用調整が円滑に進み、三島市では工

業団地の造成が平成 30 年度中に完

了予定。 

３ 

木質バイオマス発電に利用する

森林資源の廃棄物扱い除外に関

する規制の緩和 

４ 
木質バイオマス発電の燃焼灰利

用に関する規制の緩和 

小山町において、燃料用木質チップ

の調達から燃焼後の灰の利活用ま

で、事業実施に係る一連の流れが確

立され、平成 30 年９月に木質バイ

オマス発電所が完成した。 
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【取組の早期完了に向けた支援（活用状況）】 

 支援制度 支援概要・活用実績 

地域づくり構想等の策定及び具体的課題に対し、アドバイザー派遣に

よる技術支援を実施 

アドバイザー旅費、報償費を県が負担 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 見込 累計 

技

術 

支

援 

アドバイザ

ー派遣 

（H25～） 

６件 ２件 ２件 ３件 １件 １件 （15 件） 

各種助成金等 

工業団地等の開発地周辺農地において農業基盤整備等を県が実施 

負担率: 県 1/2 、市町等申請者 1/2、採択要件: 受益面積５ha 以下 

2014 2015 2016 2017 2018 見込 累計 

事

業 

支

援 

内陸フロン

ティア企業

誘致促進農

業基盤整備

事業 
8,494千円 

（３件） 

24,720千円

（２件）

13,132千円

（２件）

7,262千円

（２件）

14,163千円

（２件） 

67,771千円

（11 件） 

事業者が行う豊かな暮らし空間を実現する住宅地整備のうち、市町が

補助する道路、公園等の公共施設整備に助成 

補助率:1/2 以内、限度額:1,000 万円 

2014 2015 2016 2017 2018 見込 累計 

豊かな暮ら

し空間創生

事業 

─ ─ 
10,000千円

（１件）

20,000千円

（２件）

10,000千円

（１件） 

40,000千円

（４件） 

市町と連携して、推進区域に新規に立地する企業の用地取得費の補助

率を嵩上げ 

区分 区域内  推進区域 

成長分野 30% 40% 用地取得

補助率 その他 20% 30% 

成長分野 ３億円 ４億円 
限度額 

その他 ２億円

 

３億円  

2014 2015 2016 2017 2018 見込 累計 

地域産業立

地事業費助

成 

─ ─ 
200,000千円

（１件） 

143,105千円

（３件） 

704,700千円

（７件） 

1,047,805千円

（11 件） 

企業局や市町公社等が行う工業用地の整備のうち、市町が負担する道

路等の公共施設整備（新設に限る）に助成 

補助率：1/3 以内、限度額：１億 5,000 万円 

2014 2015 2016 2017 2018 見込 累計 

財

政 

支

援 

工業用地安

定供給促進

事業費助成 

- 3,000千円

（１件） 

143,720千円

（５件） 

200,254 千円

（５件） 

205,000千円

（２件） 

551,974千円

（13 件） 

推進区域に立地する中小企業が行う土地の取得、建物・設備投資に対

する融資 

融資利率:1.4%以内、利子補給率:0.67%以内 

融資限度額 10 億円、融資期間 15 年 (据置５年) 

2014 2015 2016 2017 2018 見込 累計 

金

融 

支

援 

県制度融資

（ふじのく

にフロンテ

ィア推進資

金） 

※融資実行

額及び融資

実行件数 

─ ─ 
596,200千円

（５件） 

1,281,000千円

（７件） 

891,138千円

（６件）

2,768,338千円

（18 件） 
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（３）数値目標の推移 

（ア）達成状況 

2017（H29） 2018（Ｈ30） 2022 
評価指標 

基準値 見込 目標値 目標値 

達成

状況

計画事業が完了したふじ

のくにフロンティア推進

区域の割合 

（2017）

32% 

(25 区域) 

 

44% 

(33 区域)

 

47% 

(35 区域) 

（2022）

100% 

(75 区域) 

Ｂ 

ふじのくにフロンティア

推進区域における工業用

地等造成面積 

(2013～2017)

50ha 

 

(2013～2018)

120ha 

 

(2013～2018)

106ha 

 

（2013～2022）

 480ha 

 

Ｂ 

戦 

略

１

・ 

２ ふじのくにフロンティア

推進区域における住宅地

造成区画数 

(2013～2017)

318 

区画 

(2013～2018)

324 

区画 

(2013～2018) 

318 

区画 

（2013～2022）

900 

区画 

Ｂ 

 

（イ）評価方法 

【評価指標の達成状況区分】 

区分 内 容 

Ａ 
現状値が目標設定時の想定以上であり、目標達成が見込まれる 

「現状値」が各年度「目標値」以上のものの＋30％超のもの 

Ｂ 
現状値から判断し、目標達成が見込まれる 

「現状値」が各年度「目標値」の±30％の範囲内のもの 

Ｃ 
目標達成に向け、より一層の推進を要する 

「現状値」が各年度「目標値」の推移の－30％未満のもの 

※ 各年度の目標値：第２期計画における行程表の集計値 
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（４）評価と今後の展開 

●ふじのくにフロンティア推進区域の早期完了に向けた取組 

フロンティア推進区域は、全 35 市町 75 区域で展開されており、本年度中に８

区域が完了し、累計の完了した区域は４割以上にあたる 33 区域となり、早期完

了に向けた取組は順調に進捗が図られています。 

また、21 区域で施設の一部が完成するなど、本年度末で 54 の区域で事業効果

が発現します。地域資源を活用した新しい産業の創出・集積をはじめ、農業・観

光施設や交流拠点の整備、歴史や文化を反映したまちなみ景観の形成や、地域の

特色ある自然資源を活用したエネルギーの地産地消などの多彩な取組が展開さ

れています。 

一方で、計画の変更などにより未着手の区域も数箇所あり、課題解決に向けた

市町への支援を強化していく必要があります。 

   

 ＜ふじのくにフロンティア推進区域の進捗状況＞ 

平成 30 年度の各推進区域の進捗状況を６段階に区分して評価しています。 

【評価区分（Ｈ29 ５段階 → Ｈ30 ６段階評価 ）】 

2017（Ｈ29）  2018（Ｈ30）  増減 

事業が完了 25 事業が完了 33 ＋８ 

施設の一部完了等、 
事業が具体化し効果を発現 

20 事業の一部完了 21 ＋１ 

工事に着手 7 事業に着手し、 
順調に進捗 

29 
設計に着手 10 

－12 

不足の事態の発生等 
による事業の遅延等 

1 事業着手に向け調整中 4 ＋３ 

事業の中止 0 事業の中止 0  

合計 75  75  

 

 

     

※本年度事業完了を予定していた区域のうち２区域では、台風災害による設計

見直しや関連事業との工期調整により、事業完了が翌年度となりました。 

実績区域数 

予定区域数 
□目標値 

■実績値 

 2013   2014   2015  2016  2017 2018  2019 2020 2021 2022 
                                                                

完了割合 44％ 

 
図 2-1 フロンティア推進区域の完了地区の推移 

第１期 第２期 
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図 2-2 推進区域の工業用地 

造成区画数の推移 

●ふじのくにフロンティア推進区域における工業用地等造成の促進 

 新たな産業の創出や集積を図るため、33 のフロン

ティア推進区域で工業用地等の造成を実施してお

り、そのうち本年度末で 16 地区が完了します。 

完了地区の造成面積は、本年度目標 106ha に対し、

計画を上回る 120ha となり、推進区域における工業

団地等の造成は順調に進捗が図られています。（前

年度より 70ha 増加） 

地域別では、東部で８地区 65ha、中部で４地区

17ha、西部で４地区 38ha の造成が完了します。 

高速道路インターチェンジ周辺等に整備された

工業団地等で本年９月末までに 64 社が立地し、う

ち 32 社の企業が操業を開始しており、約 2,700 人

の雇用が創出されています。 

 今後とも早期完了に向けた継続的支援とともに、 

全庁一体となった企業・開発事業者の誘致活動等、支援を強化していきます。 

 

  

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

また、進出企業と市町の間では、緊急時の物資拠点や取扱い貨物の物資提供等に

関する防災協定 15 件が締結され、地域防災力の強化が図られています。 

こうした取組を進めることで、本取組をモデルとした防災減災と経済成長の両面

における波及的効果が期待されます。 

 
 
 
 
 
 
 

図 2-3 企業の立地件数（累計） 

(件) 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 

（H30） 

上期 

図 2-4 雇用創出人数（累計） 

(人) 

累計 64 件 累計 約 2,700 人 

（注） H30 は 9 月末までの上期実績のみ 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 

（H30）

上期 
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●ふじのくにフロンティア推進区域における住宅地造成の促進 

自然と調和した住まいづくりの普及拡大を図る 

ため、平成 27 年度に創設した豊かな暮らし空間 

の整備に対する認定制度等を活用し、東部地域の 

７つのフロンティア推進区域で住宅地造成を進め 

てきました。（既造成完了：６推進区域） 

完了地区の造成区画数は、本年度目標 318 区画 

に対し、ほぼ計画どおりの 324 区画となり、推進 

区域における住宅地造成は、順調に進捗が図られ 

ています。（前年度より６区画増加） 

現在、推進区域におけて造成が完了した 324 区 

画のうち 217 区画が豊かな暮らし空間創生住宅地 

認定制度を活用しています。 

 認定された住宅地は、建物の外壁面を後退させ 

ることでゆとりある空間を形成するとともに、

「家」と「庭」だけでなく、「コモンスペース」

も生活空間に取り込むなど、良好な住環境や地域

コミュニティが持続できる仕組みが整っていま

す。 

造成完了区画のうち、すでに 229 区画で売買契

約が成立し、そのうち 11 世帯が県外から移住し

ます。 

 今後も早期完了に向けた継続的支援とともに、

アドバイザー派遣等により地域の実情に即した課 
題解決を支援していきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-5 住宅地造成区画数 

の推移 

【富士市】豊かな暮らし空間創生事業認定住宅地

2017 2018 2019 2020 2021 2022
(年度) 
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＜豊かな暮らし空間創生住宅地認定制度の概要＞ 

 「自然との触れ合い」、「家族との団欒」、「地域とのつながり」などを大切にした、

下記要件の全てを満たす住宅地の整備について、認定申請に基づき、県が認定し、

快適な暮らし空間の実現を図る制度です。 

項目 目的 要件 

生活する空間の

充実 
（暮らし空間倍増）  

生活する空間である「家」と「庭」

だけでなく、「コモンスペース」も

生活空間に取り込み、これらを充

実させることで暮らし空間が広が

ります。 

暮らし空間（家+庭+コモン

スペース）が「家」の２倍

以上の面積を有すること 

住宅地としてゆ

とりのある空間

の形成 
（壁面後退） 

地域全体で道路や隣地との境界に

一定の空間を設けることで、住宅

地としてのゆとりが生まれます。

・ 道路境界線から5ｍ壁面

後退させること 

・ 隣地境界から1ｍ壁面を

後退させること 

良好な住環境の 
形成 
（外構や建物の配慮）  

景観や環境に配慮した住まいづく

りの仕組み（ルール）により、自

然との触れ合い・家族との団ら

ん・地域とのつながりが誘発され

ます。 

・ 庭を緑化すること 

・ 建築物の色彩を地域で

調和させること 

・ 建築物の高さを抑える

ことなど 

良好な住環境を

持続 
させる仕組み 
（維持管理体制） 

できあがった良好な住環境も、こ

れを持続させることができなけれ

ば経年劣化していきますが、維持

管理の体制を明確にすることで、

時間の経過により成長する緑とと

もに、経年美化する住宅地を目指

します。 

基準を遵守し、良好な住空

間を維持するための組合、

運営委員会等を組織するこ

と 

 
 なお、推進区域で行う豊かな暮らし空間創生住宅地の認定を受けた住宅地の整備

は、豊かな暮らし空間創生事業の対象にすることができます。 
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３ 戦略３・４に係る取組評価 

○地域間の共生・対流の創出 

＜戦略３＞ 内外に開かれた多中心の対流型都市圏の形成 

＜戦略４＞ 多彩なライフスタイルの実現 

 

（１）戦略の方向性 

地域独自の個性の磨き上げや創造によって、人・モノ・情報を呼び込む求心

力を高めつつ、交通、情報等のネットワークの充実強化により、都市と農山漁

村、沿岸と内陸、隣接県や海外に至る様々なレベルで活発な「対流」が発生す

る活力ある圏域を形成します。 
また、地域の自然、歴史、文化等の資源を活かして生活を楽しむ暮らし方の

提案を行うとともに、コミュニティの再生や多様な主体による共助社会づくり

を進め、誰もが価値観やステージに応じて、望むライフスタイルを選択できる

環境を創出します。 
第２期：2018 年度～2022 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２）今年度の取組 

「計画事業が完了した推進区域の割合」は、順調に進捗が図られており、多

くの新たな工業団地や農業・観光交流拠点、生活と自然が調和した住宅地等が

県内に創出されています。 

今後、人口減少の更なる進行や、革新的技術の進展を見据え、誰もが豊かな

暮らしを実感できる県土を実現していくためには、推進区域をはじめとする拠

点間の連携を強化し、各々の機能の相乗効果を高める広域的な取組へ展開する

ことが重要です。 

このため、今年度は、市町や企業へのヒアリングやアンケートを実施し、フ

ロンティア推進区域や新たな産業・文化等の拠点が連携・補完し合う戦略的な

エリア形成に向けた新たな取組の検討を行っています。 

B 町 

A 市 

C 市 

隣接県

X 町 

県境を越えた連携 

ネットワーク

の充実・強化

 自然と調和した

ゆとりある暮ら

し空間の実現 

静岡モデル・森の防潮堤 

 産業の集積 

対流 

・フロンティア推進区域の早期完了 
・地域間の共生・対流の創出

対流 
 自 然 と 調 和 し た

ゆ と り あ る 暮 ら

し空間の実現 

 産業の創出 

 都市機能の集約 

 快適な住環境の整備 

 中心市街地の活性化 等 
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第２章 第２期基本計画の戦略の評価 

 

 

（３）数値目標の推移 

戦略３と４は、一体として「地域間の共生・対流の創出」の達成状況を検証

する必要があります。第２期計画は、今年度をスタートとするため、評価指標

の数値の推移により戦略の達成度を測ることは困難です。 

このため、計画策定時に設定した目標値と直近値を比較し、目標とする水準

が妥当であるか検証を行います。 

「県民の地域活動参加率」が 86.2％となり、目標値（85％以上）を超えて推

移したことを踏まえ、現在の目標水準（85％以上）の毎年度達成を目指す目標

値に変更します。 

評価指標 基準値 直近値 目標値 

立地適正化計画作成市町

数 

（2016） 

1 市町 

(2017) 

2 市町 

（2021） 

14 市町 

高規格幹線道路へのアク

セス道路の供用率（延長）

（2016） 

62.3％ 

（22.0 ㎞） 

（2017） 

62.3％ 

（22.0 ㎞） 

（2022） 

 84.7％ 

（29.9km） 

戦 

略 

３ 

地域公共交通網形成計画

作成区域数 

（2016） 

5 区域 

(2017) 

10 区域 

（2021） 

17 区域 

新エネルギー等導入量 
（2016） 

105.1 万 kℓ 
－ 

（2021） 

159.1 万 kℓ 

県民の地域活動参加率 
（2017※） 

76.2％ 

（2018※） 

86.2％ 

（2022） 

(新)毎年度 85％以上 

(旧)85％以上 

戦 

略

４ 

移住相談窓口等を利用し

た県外からの移住者数 

（2016） 

787 人 

（2017） 

1,070 人 

（2018～2022） 

累計 4,000 人 

※  地域活動参加率は、前年度の成果が当該年度のアンケート結果に現れるため、 

実績の評価年度について、他指標とのずれはありません。 
 

（４）評価と今後の展開 

都市機能の適正な配置や、拠点間を繋ぐネットワークの形成、多彩なライフ

スタイルを選択できる環境整備は進んでおり、今後、目標達成に着実に取り組

んでいくことが重要です。進捗が図られている推進区域の取組を点的なものに

終わらせることなく、他の推進区域や中心市街地のまちづくりとの連携を図り、

事業の相乗効果を高めていく必要があります。 
このため、今後の人口減少の進行を見据え、推進区域や中心市街地等と新た

に整備する産業・文化の拠点を計画的に連携・補完させることにより、持続的

成長を可能とする面としての圏域づくりに取り組んでいきます。 
革新的技術等を活用し、利便性が高く快適に暮らすことができる、自然と調

和した県土づくりを目指す「スマートガーデンカントリー“ふじのくに”」の

考え方に基づき、広域的な圏域づくりの先導的モデルとなるエリアの形成に取

り組みます。 
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第２章 第２期基本計画の戦略の評価 

 

 

市町によるエリア形成のための計画策定や、県が認定したエリアにおける新

たな拠点整備等に対し、全庁を挙げて支援を行います。 
来年度以降の取組を評価・検証するため、評価指標に見直しを加え、PDCA サ

イクルを回しながら圏域形成の着実な進捗を図っていきます。 
 

《「スマートガーデンカントリー“ふじのくに”」》 
 
 

◎背景と対応方針 

・今後、確実に進行する人口減少下において、持続的に質の高い都市的サービス

を提供していくためには、様々な都市的機能を持つ拠点が相互に連携・補完す

る広域的な圏域づくりを進める必要があります。 
  
・広域的な圏域づくりに当たっては、今後の社会課題の解決への活用が期待され

る AI、IoT 等の革新的技術や、今後、整備が進む交通・情報ネットワークを積

極的に活用し、将来を見据えた利便性の高い生活の維持・向上を実現していく

ことが有効です。 

 

 ◎基本的な考え方 

  革新的技術等を活用し、利便性が高く快適に暮らすことができる、 

自然と調和した県土づくり 

「スマートガーデンカントリー“ふじのくに”」 

 

 

<「スマートガーデンカントリー“ふじのくに”」の考え方に基づく取組の視点例> 

◎安全・安心（ＩＣＴ等の先端技術活用）  ◎エネルギーの地産地消（省エネ×創エネ×蓄エネ）   

◎スマート農林業・スマートファクトリー等  ◎暮らしやすいまち（モビリティの向上等）

◎生活と自然が調和したゆとりある居住空間  ◎美しい景観の保持・創造 

◎文化・歴史を生かした個性あるまち 

 

<行程のイメージ> 

 

 

 

 

 

 
 

防災・減災と地域成長を両

立するフロンティア推進

区域等の拠点を創出 
 
 
 

【第１期】拠 点 【第２期】エリア

拠点間の連携を図り相互

に補完し合うことで、都市

的サービスや多自然居住

環境を享受 

【第３期】都市圏域 
重層的な広域連携により、

内外に開かれた多中心の

対流型都市圏を形成 
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2
1

1
9

1
8

1
7

1
61
5

1
3

1
21
1

1
0９８７６ 2
4

2
2 2
3４ 2
55 1
4

2
0

2
6１ ２ ３ 3
4

3
2

3
1

3
0

2
9

2
8

2
7 3
3 3
5

3
7

3
6

内
陸

・
高

台
部

の
取

組

市
町

推
進

区
域

名
称

袋
井

市
静

岡
モ

デ
ル

防
潮

堤
整

備
と

連
動

し
た

次
世

代
産

業
拠

点
創

出
推

進
区

域
東

名
袋

井
ＩＣ

周
辺

産
業

集
積

拠
点

創
出

推
進

区
域

下
田

市
「
春

日
山

及
び

下
田

公
園

地
域

」
交

流
拡

大
・
防

災
対

策
推

進
区

域
東

名
裾

野
ＩＣ

周
辺

地
域

に
お

け
る

防
災

・
減

災
と

職
住

近
接

に
配

慮
し

た
地

域
づ

く
り

推
進

区
域

裾
野

市
北

部
地

域
職

住
近

接
の

防
災

ス
マ

ー
ト

シ
テ

ィ
創

出
推

進
区

域
新

居
地

区
「
安

全
で

安
心

な
暮

ら
し

空
間

創
生

」
推

進
区

域
浜

名
湖

西
岸

地
区

産
業

集
積

推
進

区
域

天
城

北
道

路
大

平
ＩＣ

周
辺

"
森

と
農

"
活

力
創

造
推

進
区

域

「
天

城
北

道
路

」
と

「
道

の
駅

」
を

生
か

し
た

地
域

振
興

拠
点

づ
く

り
推

進
区

域

御
前

崎
市

御
前

崎
ウ

ォ
ー

タ
ー

フ
ロ

ン
ト

に
ぎ

わ
い

創
出

推
進

区
域

菊
川

市
菊

川
市

次
世

代
農

業
推

進
区

域
「
世

界
遺

産
 明

治
日

本
の

産
業

革
命

遺
産

 韮
山

反
射

炉
」
及

び
「
江

川
邸

」
を

核
と

し
た

歴
史

文
化

の
ま

ち
づ

く
り

推
進

区
域

江
間

工
業

用
地

開
発

推
進

区
域

東
名

相
良

牧
之

原
ＩＣ

周
辺

土
地

利
用

推
進

区
域

静
波

地
区

「
安

全
で

豊
か

な
暮

ら
し

空
間

創
生

」
推

進
区

域
東

伊
豆

町
稲

取
高

原
特

色
を

生
か

し
た

観
光

地
づ

く
り

推
進

区
域

河
津

町
河

津
町

子
育

て
文

化
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
機

能
集

積
推

進
区

域
南

伊
豆

町
南

伊
豆

町
差

田
地

区
産

業
拠

点
推

進
区

域

松
崎

町
道

の
駅

「
花

の
三

聖
苑

」
等

を
活

用
し

た
起

業
の

学
び

の
拠

点
創

出
推

進
区

域
「
安

良
里

地
区

」
防

災
拠

点
施

設
整

備
推

進
区

域
「
田

子
地

区
」
大

学
生

と
地

域
住

民
と

の
交

流
拠

点
施

設
整

備
推

進
区

域

裾
野

市

伊
豆

市

湖
西

市

伊
豆

の
国

市

牧
之

原
市

袋
井

市

西
伊

豆
町

5
8

5
45
2

5
35
1

3
8 5
5

5
6 5
7

4
9

4
8

4
54
1

4
33
9

4
0

4
4 4
6

4
7

5
0

4
2
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N
o
.
市

町
指

定
地

域
区

分
特

区
推
進
区
域
等
名
称

事
業
概
要

H
3
0
評

価
評
価
理
由

1
静

岡
市

2
内

陸
・

高
台

部
工

業
駿

河
区

丸
子

・
宇

津
ノ

谷
地

区
に

お
け

る
新

た
な

物
流

拠
点

整
備

区
域

有
事

に
備

え
た

災
害

に
強

い
物

流
団

地
の

整
備

完
了

物
流

施
設

稼
動

2
静

岡
市

2
内

陸
・

高
台

部
工

業
葵

区
薬

師
地

区
に

お
け

る
新

た
な

物
流

拠
点

整
備

区
域

有
事

に
備

え
た

災
害

に
強

い
物

流
団

地
の

整
備

一
部

完
了

北
側

:
物

流
施

設
稼

動
南

側
:
物

流
団

地
造

成
工

事
着

手

3
静

岡
市

5
沿

岸
・

都
市

部
工

業
大

谷
・

小
鹿

地
区

に
お

け
る

新
た

な
産

業
・

交
流

機
能

等
創

出
推

進
区

域
有

事
に

備
え

た
災

害
に

強
い

工
業

・
物

流
団

地
等

の
整

備
工

事
着

手
工

業
・

物
流

団
地

実
施

設
計

着
手

工
業

・
物

流
団

地
造

成
工

事
着

手

4
静

岡
市

5
内

陸
・

高
台

部
ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ
ﾃ
ｨ

地
域

資
源

活
用

に
よ

る
都

市
山

村
交

流
推

進
区

域
地

域
活

性
化

に
資

す
る

ウ
イ

ス
キ

ー
工

場
を

核
と

し
た

観
光

交
流

施
設

等
の

整
備

一
部

完
了

ウ
ィ

ス
キ

ー
工

場
操

業
ウ

イ
ス

キ
ー

工
場

一
般

見
学

客
受

入
開

始

5
静

岡
市

6
沿

岸
・

都
市

部
工

業
清

水
港

新
興

津
地

区
物

流
拠

点
整

備
推

進
区

域
有

事
に

備
え

た
災

害
に

強
い

物
流

団
地

の
整

備
完

了
物

流
団

地
造

成
工

事
完

了
物

流
施

設
建

築
工

事
着

手

6
浜

松
市

1
内

陸
・

高
台

部
工

業
「

未
来

創
造

『
新

・
も

の
づ

く
り

』
特

区
」

新
・

産
業

集
積

推
進

区
域

災
害

に
強

い
工

業
団

地
の

整
備

一
部

完
了

工
業

団
地

一
部

造
成

工
事

完
了

工
業

施
設

建
築

工
事

着
手

7
沼

津
市

2
内

陸
・

高
台

部
住

宅
多

様
な

価
値

を
内

包
し

た
居

住
空

間
づ

く
り

推
進

区
域

有
事

に
お

け
る

防
災

機
能

を
確

保
し

た
農

園
一

体
の

住
宅

団
地

の
整

備
調

整
中

土
地

利
用

調
整

8
熱

海
市

5
沿

岸
・

都
市

部
観

光
「

首
都

圏
に

一
番

近
い

離
島

・
初

島
」

の
活

力
創

造
推

進
区

域
初

島
漁

港
交

流
広

場
整

備
と

防
災

拠
点

と
な

る
消

防
団

施
設

の
整

備
一

部
完

了
消

防
団

詰
所

工
事

完
了

交
流

広
場

設
計

見
直

し

9
三

島
市

1
内

陸
・

高
台

部
農

業
・

観
光

○
農

業
・

観
光

関
連

施
設

集
積

区
域

有
事

に
非

常
食

備
蓄

の
拠

点
や

周
辺

住
民

の
避

難
所

と
な

る
農

業
・

観
光

関
連

施
設

の
建

設
完

了
農

業
・

観
光

関
連

施
設

開
業

1
0

三
島

市
1

内
陸

・
高

台
部

工
業

○
三

ツ
谷

地
区

新
た

な
産

業
拠

点
整

備
区

域
有

事
に

備
え

た
災

害
に

強
い

工
業

団
地

の
整

備
完

了
工

業
団

地
造

成
工

事
完

了

1
1

三
島

市
1

内
陸

・
高

台
部

工
業

○
三

島
玉

沢
イ

ン
タ

ー
チ

ェ
ン

ジ
周

辺
医

療
・

健
康

関
連

産
業

等
集

積
区

域
有

事
に

お
け

る
地

域
防

災
力

の
向

上
に

寄
与

す
る

医
療

・
健

康
関

連
企

業
や

研
究

所
の

団
地

整
備

設
計

着
手

ア
ク

セ
ス

道
路

調
査

設
計

着
手

1
2

三
島

市
1

内
陸

・
高

台
部

住
宅

○
ゆ

と
り

あ
る

田
園

居
住

区
整

備
促

進
区

域
有

事
に

も
自

立
可

能
な

新
エ

ネ
ル

ギ
ー

設
備

を
備

え
る

低
密

度
で

ゆ
と

り
の

あ
る

住
宅

団
地

の
整

備
完

了
宅

地
造

成
工

事
完

了
宅

地
分

譲
開

始

1
3

三
島

市
4

内
陸

・
高

台
部

住
宅

北
沢

地
区

豊
か

な
暮

ら
し

空
間

創
生

住
宅

整
備

区
域

防
災

機
能

を
備

え
た

ゆ
と

り
あ

る
豊

か
な

居
住

空
間

の
整

備
完

了
宅

地
造

成
工

事
完

了
宅

地
分

譲
開

始

1
4

三
島

市
6

内
陸

・
高

台
部

住
宅

三
島

塚
原

Ｉ
Ｃ

周
辺

ゆ
と

り
あ

る
田

園
居

住
区

整
備

促
進

区
域

防
災

機
能

を
備

え
た

ゆ
と

り
あ

る
豊

か
な

居
住

空
間

の
整

備
工

事
着

手
宅

地
開

発
許

可
宅

地
造

成
工

事
着

手

1
5

富
士

宮
市

4
内

陸
・

高
台

部
住

宅
・

工
業

北
山

・
上

井
出

・
白

糸
地

区
職

住
近

接
集

落
地

域
活

性
化

区
域

有
事

に
強

い
工

業
用

地
と

住
宅

用
地

の
整

備
に

よ
る

地
域

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

の
維

持
完

了
拡

張
企

業
操

業
開

始
宅

地
建

築
着

手

1
6

伊
東

市
2

沿
岸

・
都

市
部

観
光

伊
豆

・
い

と
う

地
魚

王
国

推
進

区
域

観
光

・
防

災
機

能
を

備
え

た
高

度
で

に
ぎ

わ
い

創
出

に
資

す
る

複
合

型
の

水
産

物
供

給
施

設
の

整
備

調
整

中
地

元
調

整
魚

市
場

全
面

改
修

か
ら

一
部

改
修

へ
方

向
転

換

(
2
)
推
進
区

域
の
一
覧
表
（
進
捗
評
価
と
評
価
理
由
）
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N
o
.
市

町
指

定
地

域
区

分
特

区
推
進
区
域
等
名
称

事
業
概
要

H
3
0
評

価
評
価
理
由

1
7

島
田

市
1

内
陸

・
高

台
部

工
業

新
東

名
島

田
金

谷
Ｉ

Ｃ
周

辺
都

市
的

土
地

利
用

推
進

区
域

有
事

の
際

に
も

活
用

で
き

る
工

業
団

地
の

整
備

一
部

完
了

工
業

用
地

（
堤

間
）

実
施

設
計

着
手

，
工

業
用

地
（

牛
尾

山
）

実
施

設
計

着
手

，
賑

わ
い

交
流

施
設

造
成

工
事

着
手

，
ア

ク
セ

ス
道

路
１

号
線

工
事

完
了

1
8

富
士

市
1

内
陸

・
高

台
部

工
業

○
新

東
名

新
富

士
Ｉ

Ｃ
周

辺
物

流
拠

点
創

出
事

業
区

域
災

害
時

に
防

災
拠

点
と

な
る

流
通

業
務

地
の

整
備

完
了

物
流

施
設

稼
動

郵
便

業
操

業

1
9

富
士

市
1

沿
岸

・
都

市
部

観
光

田
子

の
浦

港
周

辺
防

災
対

策
・

に
ぎ

わ
い

創
出

推
進

事
業

区
域

津
波

対
策

計
画

等
の

策
定

及
び

計
画

に
基

づ
い

た
ハ

ー
ド

整
備

、
ベ

イ
エ

リ
ア

の
に

ぎ
わ

い
づ

く
り

拠
点

施
設

整
備

一
部

完
了

交
流

拠
点

施
設

供
用

開
始

，
第

３
波

除
堤

耐
震

・
耐

津
波

機
能

診
断

2
0

富
士

市
6

沿
岸

・
都

市
部

住
宅

江
川

地
区

豊
か

な
暮

ら
し

空
間

創
生

住
宅

整
備

推
進

区
域

沿
岸

部
に

お
け

る
防

災
機

能
を

備
え

た
ゆ

と
り

あ
る

豊
か

な
居

住
空

間
の

整
備

完
了

宅
地

造
成

工
事

完
了

宅
地

分
譲

開
始

2
1

磐
田

市
1

内
陸

・
高

台
部

工
業

磐
田

市
下

野
部

地
区

産
業

集
積

区
域

有
事

に
備

え
た

災
害

に
強

い
工

業
団

地
の

整
備

完
了

工
業

団
地

造
成

工
事

完
了

立
地

企
業

操
業

開
始

2
2

磐
田

市
1

沿
岸

・
都

市
部

観
光

福
田

漁
港

周
辺

“
食

の
拠

点
”

区
域

商
業

施
設

（
食

の
拠

点
）

整
備

、
津

波
避

難
施

設
整

備
完

了
商

業
施

設
・

津
波

避
難

施
設

供
用

開
始

2
3

磐
田

市
3

沿
岸

・
都

市
部

農
業

「
い

わ
た

農
業

経
営

塾
」

推
進

区
域

就
農

支
援

拠
点

施
設

整
備

、
津

波
避

難
施

設
整

備
完

了
農

業
経

営
塾

開
講

津
波

避
難

施
設

供
用

開
始

2
4

磐
田

市
4

内
陸

・
高

台
部

農
業

「
磐

田
ス

マ
ー

ト
ア

グ
リ

バ
レ

ー
」

推
進

区
域

防
災

機
能

を
備

え
た

付
加

価
値

の
高

い
施

設
園

芸
団

地
の

整
備

一
部

完
了

第
１

期
エ

リ
ア

：
太

陽
光

利
用

型
植

物
工

場
稼

動
,
第

２
期

エ
リ

ア
：

閉
鎖

型
植

物
工

場
完

成
,

第
３

期
エ

リ
ア

：
企

業
誘

致

2
5

焼
津

市
5

沿
岸

・
都

市
部

農
業

「
田

尻
北

地
区

」
耕

作
放

棄
地

の
再

生
に

よ
る

高
付

加
価

値
農

業
創

出
推

進
区

域
耕

作
放

棄
地

の
再

生
を

図
る

農
業

生
産

基
盤

の
整

備
と

担
い

手
へ

の
農

地
集

積
一

部
完

了
一

部
ほ

場
に

て
イ

グ
サ

試
験

栽
培

,
畳

表
加

工
・

流
通

,
農

業
基

盤
整

備
事

前
調

整

2
6

焼
津

市
6

沿
岸

・
都

市
部

工
業

大
井

川
焼

津
藤

枝
Ｓ

Ｉ
Ｃ

を
活

か
し

た
産

業
拠

点
推

進
区

域
有

事
に

備
え

た
災

害
に

強
い

工
業

団
地

の
整

備
設

計
着

手
工

業
団

地
詳

細
設

計
着

手

2
7

掛
川

市
1

内
陸

・
高

台
部

工
業

「
上

西
郷

地
区

」
産

業
集

積
推

進
区

域
災

害
時

に
防

災
拠

点
と

な
る

工
業

団
地

の
整

備
工

事
着

手
造

成
工

事
着

手

2
8

掛
川

市
1

内
陸

・
高

台
部

農
業

「
寺

島
・

幡
鎌

地
区

」
農

地
整

備
推

進
区

域
農

地
基

盤
整

備
事

業
と

災
害

時
に

防
災

拠
点

と
な

る
６

次
産

業
化

関
連

施
設

の
整

備
設

計
着

手
事

業
計

画
作

成

2
9

掛
川

市
1

内
陸

・
高

台
部

観
光

「
倉

真
第

２
Ｐ

Ａ
地

区
」

整
備

推
進

区
域

災
害

時
に

防
災

拠
点

と
な

る
新

東
名

高
速

道
路

倉
真

第
２

Ｐ
Ａ

（
商

業
施

設
等

）
の

整
備

設
計

着
手

商
業

施
設

実
施

設
計

着
手

3
0

掛
川

市
1

内
陸

・
高

台
部

工
業

「
大

坂
・

土
方

地
区

」
産

業
集

積
推

進
区

域
災

害
時

に
防

災
拠

点
と

な
る

工
業

団
地

の
整

備
設

計
着

手
工

業
団

地
基

本
設

計
着

手

3
1

掛
川

市
1

内
陸

・
高

台
部

工
業

「
新

エ
コ

第
３

期
地

区
」

産
業

集
積

推
進

区
域

災
害

時
に

防
災

拠
点

と
な

る
工

業
団

地
の

整
備

調
整

中
開

発
手

法
見

直
し

3
2

掛
川

市
2

沿
岸

・
都

市
部

ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ
ﾃ
ｨ

「
掛

川
市

海
岸

命
を

守
る

希
望

の
森

づ
く

り
地

区
」

推
進

区
域

地
域

住
民

等
の

交
流

の
場

と
も

な
る

森
の

防
潮

堤
の

整
備

一
部

完
了

防
潮

堤
一

部
完

成
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N
o
.
市

町
指

定
地

域
区

分
特

区
推
進
区
域
等
名
称

事
業
概
要

H
3
0
評

価
評
価
理
由

3
3

掛
川

市
5

内
陸

・
高

台
部

工
業

「
南

西
郷

地
区

」
産

業
集

積
推

進
区

域
災

害
拠

点
病

院
と

連
携

し
た

災
害

に
強

い
工

業
用

地
の

整
備

完
了

工
業

団
地

造
成

工
事

完
了

建
築

工
事

着
手

3
4

藤
枝

市
2

内
陸

・
高

台
部

農
業

・
工

業
○

新
東

名
藤

枝
岡

部
Ｉ

Ｃ
周

辺
推

進
区

域
有

事
に

お
け

る
防

災
機

能
を

確
保

し
た

食
と

農
の

拠
点

と
工

業
団

地
の

整
備

一
部

完
了

農
地

整
備

工
事

完
了

、
植

栽
完

了
工

業
団

地
造

成
工

事
着

手

3
5

御
殿

場
市

2
内

陸
・

高
台

部
工

業
板

妻
南

工
業

団
地

開
発

推
進

区
域

有
事

に
備

え
た

災
害

に
強

い
工
業

団
地

の
整

備
完

了
工

業
団

地
造

成
工

事
完

了
立

地
企

業
操

業
開

始

3
6

御
殿

場
市

4
内

陸
・

高
台

部
ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ

駒
門

周
辺

地
域

エ
コ

シ
テ

ィ
化

推
進

区
域

多
様

な
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

等
の

創
出

に
よ

る
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
地

産
地

消
完

了
バ

イ
オ

マ
ス

ボ
イ

ラ
ー

稼
動

,
間

伐
未

利
用

材
チ

ッ
プ

化
事

業
実

施
,
小

水
力

発
電

設
置

完
了

3
7

御
殿

場
市

5
内

陸
・

高
台

部
住

宅
「

印
野

地
区

」
豊

か
な

暮
ら

し
空

間
創

生
住

宅
整

備
促

進
区

域
防

災
機

能
を

備
え

た
ゆ

と
り

あ
る

豊
か

な
住

宅
団

地
の

整
備

完
了

宅
地

造
成

工
事

完
了

宅
地

分
譲

開
始

3
8

袋
井

市
4

沿
岸

・
都

市
部

ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ
ﾃ
ｨ

袋
井

市
静

岡
モ

デ
ル

防
潮

堤
整

備
と

連
動

し
た

次
世

代
産

業
拠

点
創

出
推

進
区

域
工

業
団

地
の

造
成

と
残

土
を

活
用

し
た

防
潮

堤
の

一
体

整
備

一
部

完
了

防
潮

堤
一

部
完

成
,
（

豊
沢

地
区

）
造

成
工

事
完

了
,
（

岡
崎

地
区

）
立

地
企

業
の

募
集

3
9

袋
井

市
6

内
陸

・
高

台
部

工
業

東
名

袋
井

Ｉ
Ｃ

周
辺

産
業

集
積

拠
点

創
出

推
進

区
域

有
事

に
備

え
た

災
害

に
強

い
工
業

団
地

の
整

備
工

事
着

手
工

業
団

地
造

成
工

事
着

手

4
0

下
田

市
6

沿
岸

・
都

市
部

観
光

「
春

日
山

及
び

下
田

公
園

地
域

」
交

流
拡

大
・

防
災

対
策

推
進

区
域

地
域

住
民

や
観

光
客

の
津

波
避

難
路

と
な

る
遊

歩
道

の
整

備
一

部
完

了
津

波
避

難
施

設
供

用
開

始
遊

歩
道

一
部

供
用

開
始

4
1

裾
野

市
1

内
陸

・
高

台
部

工
業

東
名

裾
野

Ｉ
Ｃ

周
辺

地
域

に
お

け
る

防
災

・
減

災
と

職
住

近
接

に
配

慮
し

た
地

域
づ

く
り

推
進

区
域

工
業

団
地

の
整

備
と

と
も

に
、

企
業

と
災

害
時

支
援

協
定

を
締

結
し

、
有

事
に

備
え

た
災

害
に

強
い

地
域

づ
く

り
の

推
進

完
了

工
業

団
地

造
成

工
事

完
了

,
進

出
企

業
決

定
,
防

災
協

定
締

結

4
2

裾
野

市
6

内
陸

・
高

台
部

住
宅

裾
野

市
北

部
地

域
職

住
近

接
の

防
災

ス
マ

ー
ト

シ
テ

ィ
創

出
推

進
区

域
職

住
近

接
の

ゆ
と

り
あ

る
住

宅
団

地
の

整
備

に
よ

る
自

立
可

能
な

防
災

ス
マ

ー
ト

シ
テ

ィ
の

創
出

設
計

着
手

住
宅

団
地

実
施

設
計

4
3

湖
西

市
5

沿
岸

・
都

市
部

ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ
ﾃ
ｨ

新
居

地
区

「
安

全
で

安
心

な
暮

ら
し

空
間

創
生

」
推

進
区

域
急

傾
斜

の
切

土
に

よ
る

津
波

避
難

場
所

の
整

備
と

切
土

工
事

の
排

出
土

砂
を

活
用

し
た

命
山

の
整

備
一

部
完

了
住

吉
地

区
命

山
設

置
工

事
完

了
上

田
町

造
成

工
事

着
手

4
4

湖
西

市
6

沿
岸

・
都

市
部

工
業

浜
名

湖
西

岸
地

区
産

業
集

積
推

進
区

域
有

事
に

備
え

た
災

害
に

強
い

工
業

団
地

及
び

ア
ク

セ
ス

道
路

の
整

備
設

計
着

手
ア

ク
セ

ス
道

路
実

施
設

計
工

業
団

地
実

施
設

計

4
5

伊
豆

市
3

内
陸

・
高

台
部

農
業

・
林

業
天

城
北

道
路

大
平

Ｉ
Ｃ

周
辺

〝
森

と
農

〟
活

力
創

造
推

進
区

域
有

事
に

お
け

る
防

災
機

能
を

確
保

し
た

高
生

産
性

営
農

団
地

と
林

業
振

興
施

設
整

備
一

部
完

了
農

地
整

備
工

事
完

了
、

営
農

開
始

4
6

伊
豆

市
6

内
陸

・
高

台
部

ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ
ﾃ
ｨ

「
天

城
北

道
路

」
と

「
道

の
駅

」
を

生
か

し
た

地
域

振
興

拠
点

づ
く

り
推

進
区

域
観

光
交

流
施

設
の

整
備

と
持

続
可

能
な

地
域

交
通

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
構

築
工

事
着

手
観

光
交

流
施

設
工

事
着

手
道

の
駅

工
事

着
手

4
7

御
前

崎
市

6
沿

岸
・

都
市

部
ｽ
ﾎ
ﾟ
ｰ
ﾂ

御
前

崎
ウ

ォ
ー

タ
ー

フ
ロ

ン
ト

に
ぎ

わ
い

創
出

推
進

区
域

地
域

活
性

化
に

資
す

る
賑

わ
い

施
設

と
津

波
避

難
路

の
整

備
一

部
完

了
津

波
避

難
路

完
成

灯
台

周
辺

工
事

着
手

4
8

菊
川

市
3

内
陸

・
高

台
部

農
業

菊
川

市
次

世
代

農
業

推
進

区
域

有
事

に
お

け
る

防
災

機
能

を
確

保
し

た
食

と
農

の
拠

点
施

設
整

備
工

事
着

手
農

地
造

成
工

事
着

手

4
9

伊
豆

の
国

市
4

内
陸

・
高

台
部

ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ
ﾃ
ｨ

「
世

界
遺

産
韮

山
反

射
炉

」
及

び
「

江
川

邸
」

を
核

と
し

た
歴

史
文

化
の

ま
ち

づ
く

り
推

進
区

域
防

災
機

能
を

備
え

た
魅

力
あ

る
観

光
地

づ
く

り
一

部
完

了
ガ

イ
ダ

ン
ス

施
設

・
多

目
的

広
場

供
用

開
始

,
資

料
保

存
活

用
施

設
実

施
設

計
・

工
事

着
手
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o
.
市

町
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域
区

分
特

区
推
進
区
域
等
名
称

事
業
概
要

H
3
0
評

価
評
価
理
由

5
0

伊
豆

の
国

市
6

内
陸

・
高

台
部

工
業

江
間

工
業

用
地

開
発

推
進

区
域

有
事

に
物

資
等

の
供

給
拠

点
と

な
る

工
業

団
地

の
整

備
一

部
完

了
工

業
団

地
一

部
造

成
完

了

5
1

牧
之

原
市

3
内

陸
・

高
台

部
住

宅
・

産
業

東
名

相
良

牧
之

原
Ｉ

Ｃ
周

辺
土

地
利

用
推

進
区

域
有

事
に

お
け

る
防

災
機

能
を

確
保

し
た

産
業

拠
点

・
住

宅
団

地
整

備
設

計
着

手
実

施
設

計
一

部
着

手
（

地
区

界
測

量
等

）

5
2

牧
之

原
市

4
沿

岸
・

都
市

部
住

宅
静

波
地

区
「

安
全

で
豊

か
な

暮
ら

し
空

間
創

生
」

推
進

区
域

沿
岸

部
に

お
け

る
防

災
・

減
災

機
能

を
備

え
た

ゆ
と

り
あ

る
住

宅
地

の
整

備
工

事
着

手
嵩

上
げ

工
事

一
部

完
了

5
3

東
伊

豆
町

2
内

陸
・

高
台

部
ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ
ﾃ
ｨ

稲
取

高
原

特
色

を
生

か
し

た
観

光
地

づ
く

り
推

進
区

域
有

事
に

お
け

る
地

域
防

災
力

を
高

め
る

滞
在

型
観

光
の

拠
点

と
な

る
憩

い
の

広
場

の
整

備
完

了
観

光
拠

点
広

場
供

用
開

始

5
4

河
津

町
4

沿
岸

・
都

市
部

ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ
ﾃ
ｨ

河
津

町
子

育
て

文
化

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

機
能

集
積

推
進

区
域

防
災

機
能

を
備

え
た

子
育

て
・

文
化

・
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
等

の
複

合
交

流
施

設
整

備
調

整
中

複
合

交
流

施
設

整
備

事
業

計
画

見
直

し

5
5

南
伊

豆
町

4
内

陸
・

高
台

部
工

業
南

伊
豆

町
差

田
地

区
産

業
拠

点
推

進
区

域
地

域
防

災
機

能
を

備
え

た
工

業
用

地
の

整
備

一
部

完
了

工
業

用
地

造
成

工
事

完
了

建
築

工
事

着
手

5
6

松
崎

町
5

内
陸

・
高

台
部

産
業

道
の

駅
「

花
の

三
聖

苑
」

等
を

活
用

し
た

起
業

の
学

び
の

拠
点

創
出

推
進

区
域

地
域

防
災

力
を

強
化

し
既

存
施

設
や

地
域

資
源

を
活

用
し

た
起

業
支

援
拠

点
の

整
備

一
部

完
了

警
察

署
分

署
移

転
工

事
完

了
・

供
用

開
始

,
道

の
駅

実
施

設
計

着
手

,
旧

依
田

邸
実

施
設

計
着

手

5
7

西
伊

豆
町

5
沿

岸
・

都
市

部
ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ
ﾃ
ｨ

「
安

良
里

地
区

」
防

災
拠

点
施

設
整

備
推

進
区

域
広

域
避

難
地

と
連

携
し

た
防

災
拠

点
と

な
る

診
療

所
及

び
消

防
団

詰
所

の
整

備
完

了
診

療
所

・
消

防
団

詰
所

建
設

工
事

完
了

、
供

用
開

始

5
8

西
伊

豆
町

5
沿

岸
・

都
市

部
ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ
ﾃ
ｨ

「
田

子
地

区
」

大
学

生
と

地
域

住
民

と
の

交
流

拠
点

施
設

整
備

推
進

区
域

有
事

の
際

に
避

難
所

等
と

な
る

多
目

的
交

流
施

設
の

整
備

完
了

旧
田

子
中

学
校

改
修

工
事

完
了

、
供

用
開

始

5
9

函
南

町
5

内
陸

・
高

台
部

農
業

・
観

光
○

「
道

の
駅

・
川

の
駅

」
を

活
用

し
た

地
場

産
品

活
用

６
次

産
業

化
推

進
事

業

災
害

時
の

防
災

機
能

を
確

保
し

た
「

道
の

駅
・

川
の

駅
」

の
整

備
と

地
場

産
品

活
用

6
次

産
業

化
推

進
事

業
完

了
道

の
駅

供
用

開
始

,
川

の
駅

建
築

工
事

完
了

,
立

地
企

業
平

成
3
0
年

1
2
月

操
業

開
始

6
0

清
水

町
5

内
陸

・
高

台
部

工
業

久
米

田
地

区
成

長
産

業
集

積
推

進
区

域
有

事
に

備
え

た
災

害
に

強
い

工
業

用
地

の
整

備
完

了
工

業
団

地
造

成
工

事
完

了
、

操
業

開
始

、
防

災
協

定
締

結

6
1

長
泉

町
1

内
陸

・
高

台
部

工
業

○
長

泉
沼

津
Ｉ

Ｃ
周

辺
物

流
関

連
産

業
等

集
積

区
域

有
事

に
備

え
た

災
害

に
強

い
物

流
関

連
産

業
等

の
集

積
完

了
物

流
施

設
稼

動
防

災
協

定
締

結

6
2

小
山

町
1

内
陸

・
高

台
部

観
光

○
（

仮
称

）
小

山
ﾊ
ﾟ
ｰ
ｷ
ﾝ
ｸ
ﾞ
ｴ
ﾘ
ｱ
・

ｽ
ﾏ
ｰ
ﾄ
ｲ
ﾝ
ﾀ
ｰ
を

活
用

し
た

地
域

産
業

集
積

事
業

推
進

区
域

地
域

防
災

力
を

高
め

る
観

光
関

連
施

設
及

び
モ

ー
タ

ー
ス

ポ
ー

ツ
関

連
産

業
の

集
積

設
計

着
手

実
施

設
計

着
手

6
3

小
山

町
1

内
陸

・
高

台
部

工
業

等
○

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
を

活
用

し
た

産
業

拠
点

整
備

事
業

推
進

区
域

災
害

に
強

く
持

続
可

能
な

木
質

バ
イ

オ
マ

ス
発

電
所

、
工

業
団

地
、

次
世

代
施

設
園

芸
団

地
等

の
整

備
一

部
完

了

園
芸

団
地

栽
培

開
始

,
F
P
工

業
団

地
造

成
工

事
完

成
,
上

野
工

業
団

地
実

施
設

計
,
木

質
バ

イ
オ

マ
ス

発
電

所
開

所

6
4

小
山

町
1

内
陸

・
高

台
部

観
光

東
名

高
速

道
路

足
柄

ｻ
ｰ
ﾋ
ﾞ
ｽ
ｴ
ﾘ
ｱ
周

辺
を

広
域

都
市

交
流

拠
点

と
し

た
土

地
利

用
事

業
推

進
区

域
広

域
防

災
拠

点
と

な
る

工
業

団
地

及
び

観
光

関
連

施
設

の
整

備
一

部
完

了

観
光

複
合

施
設

土
地

利
用

調
整

（
開

発
許

可
）

,
宿

泊
施

設
完

成
・

操
業

,
ス

マ
ー

ト
I
C
ア

ク
セ

ス
道

路
供

用
開

始

6
5

小
山

町
2

内
陸

・
高

台
部

住
宅

生
活

と
自

然
が

調
和

し
た

「
富

士
小

山
わ

さ
び

平
地

区
」

推
進

区
域

既
存

施
設

と
の

協
力

協
定

締
結

と
防

災
機

能
を

確
保

し
た

住
宅

団
地

の
整

備
完

了
宅

地
造

成
完

了
宅

地
分

譲
開

始
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N
o
.
市

町
指

定
地

域
区

分
特

区
推
進
区
域
等
名
称

事
業
概
要

H
3
0
評

価
評
価
理
由

6
6

小
山

町
2

内
陸

・
高

台
部

住
宅

南
藤

曲
地

区
「

家
・

庭
一

体
の

住
ま

い
づ

く
り

」
推

進
区

域
防

災
対

応
力

の
高

い
住

宅
団

地
の

整
備

完
了

宅
地

造
成

完
了

宅
地

分
譲

完
売

6
7

小
山

町
4

内
陸

・
高

台
部

ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ
ﾃ
ｨ

富
士

山
の

眺
望

を
活

か
し

た
駿

河
小

山
駅

周
辺

活
性

化
事

業
推

進
区

域
防

災
機

能
を

備
え

た
工

業
用

地
整

備
及

び
観

光
交

流
施

設
の

機
能

強
化

完
了

工
場

操
業

開
始

防
災

協
定

締
結

6
8

小
山

町
5

内
陸

・
高

台
部

ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ
ﾃ
ｨ

富
士

山
に

抱
か

れ
た

須
走

周
辺

地
区

観
光

活
性

化
事

業
推

進
区

域
観

光
客

の
一

次
避

難
地

と
な

る
観

光
宿

泊
施

設
の

整
備

完
了

宿
泊

施
設

開
業

6
9

小
山

町
6

内
陸

・
高

台
部

住
宅

リ
バ

ー
ガ

ー
デ

ン
タ

ウ
ン

お
や

ま
宅

地
造

成
事

業
推

進
区

域
防

災
対

応
力

の
高

い
住

宅
団

地
の

整
備

設
計

着
手

住
宅

団
地

設
計

着
手

（
調

査
・

測
量

等
）

7
0

吉
田

町
1

沿
岸

・
都

市
部

商
業

○
物

資
供

給
拠

点
確

保
事

業
推

進
区

域
防

災
拠

点
と

な
る

防
災

公
園

の
整

備
、

商
業

施
設

の
整

備
完

了
商

業
施

設
開

業
，

防
災

公
園

・
管

理
棟

供
用

開
始

，
防

災
協

定
締

結

7
1

吉
田

町
1

沿
岸

・
都

市
部

工
業

○
企

業
活

動
維

持
支

援
事

業
推

進
区

域
応

急
仮

設
住

宅
建

設
用

地
の

創
出

な
ど

有
事

の
際

に
も

活
用

で
き

る
企

業
立

地
用

地
の

整
備

完
了

工
業

団
地

造
成

工
事

完
了

7
2

川
根

本
町

5
内

陸
・

高
台

部
Ｉ

Ｃ
Ｔ

I
C
T
を

活
用

し
た

サ
テ

ラ
イ

ト
オ

フ
ィ

ス
・

テ
レ

ワ
ー

ク
推

進
区

域
Ｉ

Ｃ
Ｔ

を
活

用
し

た
就

労
機

会
の

創
出

と
サ

テ
ラ

イ
ト

オ
フ

ィ
ス

の
施

設
整

備
完

了
サ

テ
ラ

イ
ト

オ
フ

ィ
ス

（
コ

ー
ル

セ
ン

タ
ー

）
開

所

7
3
森

町
2

内
陸

・
高

台
部

観
光

○
遠

州
森

町
Ｐ

Ａ
周

辺
有

効
活

用
推

進
区

域
災

害
時

に
地

域
防

災
機

能
を

確
保

し
た

６
次

産
業

化
施

設
等

の
整

備
完

了
６

次
産

業
化

施
設

整
備

完
了

・
開

業
，

防
災

備
蓄

倉
庫

完
成

7
4
森

町
2

内
陸

・
高

台
部

工
業

○
森

掛
川

Ｉ
Ｃ

周
辺

次
世

代
産

業
集

積
区

域
災

害
時

に
復

旧
対

策
機

能
を

確
保

し
た

工
業

団
地

の
整

備
完

了
工

業
団

地
造

成
工

事
完

了
操

業
開

始

7
5
森

町
2

内
陸

・
高

台
部

工
業

○
内

陸
部

へ
の

移
転

企
業

の
受

け
皿

確
保

区
域

有
事

に
備

え
た

災
害

に
強

い
工
業

団
地

の
整

備
完

了
ア

ク
セ

ス
道

路
完

成
工

業
団

地
造

成
工

事
完

了
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１ 静岡市：駿河区丸子・宇津ノ谷地区における新たな物流拠点整備区域

・平成28年11月に全５区画５社の物流施設が稼
動し、新たな雇用が創出されている

・平成29年３月に物流団地共同組合と防災協定
を締結し、防災力の強化が図られている

進捗

状況

・

課題

対応

内陸フロンティア推進資金
県支援

事業

共同事業の経営効率化
H30実施

内容

物流団地整備 A＝3.0ha全体計画

【物流団地の整備】

・土地等の集約化や共同事業による経営の効率
化・コスト低減等を図るため、国道１号沿いに物
流団地を形成

【防災協定の締結】

・災害に強い物流団地の導入モデルとして、進
出企業との有事の協力協定の締結等により、物
資供給や給油供給の機能を確保

目的

・

事業

内容
静岡SA・スマートIC

新
東
名
高
速
道
路

静岡SA・スマートIC

推進区域

実施

実施

【防災協定の締結】

【物流団地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019

造成
完了

協定
締結

新しい産業の創出・集積内陸・高台部

共同事業により整備された物流団地

工業

（３）推進区域の個表

完了

２ 静岡市：葵区薬師地区における新たな物流拠点整備区域

物流団地整備 A=7.12ha全体計画

【北側】物流施設建屋完成・操業開始

【南側】高度化事業手続き

H30実施

内容

新規産業・地域産業立地事業費助成（予定）
県支援

事業

・平成30年５月に１社の物流施設が稼動し、新た
な雇用が創出されている

・平成30年度中に南側工区1.8haの造成工事に
着手予定、市内３企業が進出し、事業費30億円
をかけ、2020年２月に完了予定

進捗

状況

・

課題

対応

【物流団地の整備】

・既存の物流施設の老朽化に伴う機能低下に対
応しつつ、物流施設の拠点機能を拡大するため、
近接地に第２団地を整備

【防災協定の締結】

・有事における団地内の電力融通等のＢＣＰ対策
を強化するとともに、防災協定等を締結すること
で、災害時に備えた緊急物資保留・輸送機能を
確保

目的

・

事業

内容

千代田上土IC

新静岡IC

新東名高速道路

推進区域

計画

計画

【防災協定の締結】

【物流団地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020

造成
完了

協定
締結

新しい産業の創出・集積内陸・高台部

工業一部完了
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３ 静岡市：大谷・小鹿地区における新たな産業・交流機能等創出推進区域

・平成30年度中に実施設計着手済み

・平成30年度中の造成工事着手に向け、換地計画
への同意取得など、地元合意形成を図っている

進捗

状況

・

課題

対応

新規産業・地域産業立地事業費助成（予定）
県支援

事業

実施設計・造成工事着手
H30実施
内容

工業・物流団地整備 17.0ha全体計画

目的

・

事業

内容

【工業・物流団地等の整備】

・土地区画整理事業を実施し、新スマートＩＣによる
交通利便性を活かし、工業・物流施設を集積

【防災協定の締結】

・有事に備え、立地企業と防災協定の締結により
物資等の供給拠点を確保

(仮称)東名静岡東ｽﾏｰﾄIC

東
名
高
速
道
路

推進区域

計画

計画

【防災協定の締結】

【工業・物流団地等の
整備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 20222021

15ha
整備

新しい産業の創出・集積沿岸・都市部

工業

協定
締結

工事着手

４ 静岡市：地域資源活用による都市山村交流推進区域

・平成28年10月に年間約10万ℓ（ボトル換算約28万
本＠700ml）の生産力を有するウィスキー工場が操
業を開始、見学会の開催など、都市山村交流の促
進が期待される

・平成30年12月より一般客の見学受付開始

・平成30年度中に防災協定を締結する見込み

進捗
状況
・
課題
対応

内陸フロンティア推進資金

新規産業・地域産業立地事業費助成

県支援
事業

防災協定締結、ウィスキー工場一般見学客受入
H30実施
内容

ウィスキー工場整備 １箇所

観光交流センター整備 １箇所
全体計画

目的
・
実施
内容

【観光交流施設の整備】

・ウイスキー工場の建設に併せた観光交流施設の
整備

【防災協定の締結】

・有事に備え防災協定を締結し、工場等との連携に
より人的・物的資源を確保し、地域コミュニティを強
化

推進区域

実施

実施

計画

【防災協定の締結】

【観光交流施設の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020

整備完了

協定締結

新しいライフスタイルの実現の場内陸・高台部

コミュニティ一部完了

整備完了
地域資源（麦芽、仕込み水）を
活用したウィスキーの製造工場
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５ 静岡市：清水港新興津地区物流拠点整備推進区域

・平成29年度中に物流団地の造成完了済み

・平成30年11月地元の海貨業者４社共同の大規模物流セ
ンター建設工事に着手、平成31年度中に完成予定

・１９年度開通の中部横断自動車道など恵まれた交通アク
セスの立地を生かし、輸出入貨物を扱う一大拠点を形成

・今後、海貨４社との防災協定締結により防災力を強化

進捗

状況

・

課題

対応

内陸フロンティア推進資金、総合特区利子補給金制度

新規産業・地域産業立地事業費助成（予定）

県支援

事業

物流施設建築工事着手
H30実施
内容

工業・物流団地整備 A＝6.1ha

アクセス道路整備 １式
全体計画

目的

・

実施

内容

【物流団地の整備】

・想定される最大クラスの津波高に対応した物流団地を整
備するとともに港湾へのアクセス道路を整備

【防災協定の締結】

・港湾労働者の津波避難施設、発災後の緊急物資の一時
保管等の拠点施設として活用

新
東
名
高
速
道
路

中部横断自動車道

東
名
高
速
道
路

中部横断自動車道

県
道
清
水
富
士
宮
線
Ｂ
Ｐ

推進区域

実施

実施

【防災協定の締結】

【物流団地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019

新しい産業の創出・集積沿岸・都市部

工業

協定締結

最大クラスの津波にも浸水しない物流施設

整備完了

完了

６ 浜松市：「未来創造『新・ものづくり』特区」新・産業集積推進区域

目的

・

事業

内容

【工業団地の整備】

・既存産業の高度化及び戦略的企業誘致による新
成長産業集積を進めるとともに、災害に備える企業
の工場用地需要に対応した工業団地を整備

【防災協定の締結】

・リスクヘッジのための工場団地としての性格に鑑
み、立地企業が地域防災へ積極的に協力

全体計画 工業団地整備 A=34.9ha

H30実施

内容

道路築造工事、工業団地造成工事、上下水道管敷
設工事着手

県支援

事業

内陸フロンティア企業誘致促進農業基盤整備事業

ふじのくにフロンティア推進資金（予定）

新規産業・地域産業立地事業費助成（予定）

進捗

状況

・

課題

対応

・全13区画のうち、平成29年度に６区画（約７ha）、平
成30年度に４区画（約10ha）の造成が完了

・造成が完了した区画（１区画２ha）において、平成
30年５月建築工事に着手、平成30年11月竣工

・平成30年４月、都市計画道路供用開始

・平成30年10月、県外企業と土地売買の意向に関
する表明書を締結（２区画約18ha）

推進区域

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 2021 2022

【工業団地の整備】 計画

【防災協定の締結】 計画

造成完了

協定締結

内陸・高台部 新しい産業の創出・集積

工業一部完了
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７ 沼津市：多様な価値を内包した居住空間づくり推進区域

調整中
県支援
事業

事業計画見直し
H30実施
内容

住宅団地整備 151区画全体計画

【住宅地の整備】

・愛鷹山麓の恵まれた自然環境を活かし、農園、
ファーマーズマーケット等と一体となった多様な価
値を内包する居住空間を創出

・震災時には、広域交通網に近接した立地 条件
を活かし、避難地や支援物資の集積場として、防
災機能を確保

目的
・
実施
内容

・平成27年４月に住宅団地の基本設計及び実施
設計に着手したが、平成30年９月に開発事業者よ
り、開発許可の廃止届が提出され、市で計画を再
検討

・県は、市と綿密に情報交換をしつつ、今後の事
業計画の再検討への助言を行う

進捗
状況
・
課題
対応

新東名高速道路

東名高速道路

愛鷹PA

沼津IC

長泉沼津IC

推進区域

実施

計画
【住宅地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 20222021

新しいライフスタイルの実現の場内陸・高台部

住宅

造成完了

＜見直し中＞

調整中

８ 熱海市：「首都圏に一番近い離島・初島」の活力創造推進区域

・平成30年３月消防団施設が工事完了し、供用を開始

・平成30年７月に台風により漁港交流広場が被災した
ため、工事を１年間繰り延べる。あわせて災害に対
応できる建物とするため、設計も見直し中

・県は補助事業の活用を後押しする等、事業推進を支
援していく。

進捗

状況

・

課題

対応

観光施設整備事業費補助金
県支援

事業

漁港交流広場の事業計画の再検討
H30実施
内容

漁港交流広場整備、防災拠点・消防団施設整備１式全体計画

【漁港交流広場の整備】

・島の玄関口である初島第一漁港周辺に、総合案内機
能や直販機能等を有する旅客待合施設と、観光交流イ
ベント等に活用する多目的広場を整備

【防災拠点・消防団施設の整備】

・消防団施設の高台への移転及び防災情報機能の集
約等により防災拠点機能を強化

目的

・

事業

内容
推進区域

実施

実施

計画

【防災拠点・消防団施設の
整備】

【漁港交流広場の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019

整備完了

整備完了

新しい産業の創出・集積沿岸・都市部

観光

消防団詰所完成

整備
完了

一部完了
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9 三島市：農業・観光関連施設集積区域

・平成27年12月に農業観光関連施設と大吊橋整
備及び農道整備が完了し、開業２年で約300万人
が訪れた

・平成29年7月に三島市と㈱フジコーの間で大規
模災害時における三島スカイウォークの利用に関
する協定が締結され、支援物資の集積や防災拠
点としての活用が見込まれる

進捗

状況

・

課題

対応

内陸フロンティア推進区域調査事業費助成

内陸フロンティア企業誘致促進農業基盤整備事業

県支援
事業

展望台等検討
H30実施

内容

農業・観光施設整備 １式全体計画

【農業・観光施設の整備】

・地産地消や６次産業化を図るため、箱根西麓三
島野菜を活用した農家レストラン等農業･観光施設
を集積

・災害時の非常食備蓄拠点、周辺住民の避難所
機能

目的

・

事業

内容

三島玉沢IC

推進区域

実施【農業・観光施設の整備】

事業内容 ～2017 2018

新しい産業の創出・集積内陸・高台部

観光

農業

整備完了

農業観光関連施設（外面）農業観光関連施設（内面）

完了

10 三島市：三ツ谷地区新たな産業拠点整備区域

工業団地整備 A＝11.4ha全体計画

工業用地安定供給促進事業費

地域産業立地事業費助成（予定）

県支援

事業

工業団地造成工事
H30実施

内容

・平成30年12月現在、４社の進出が決定

・平成30年度中に工業団地工事が完了予定であり、
年度内に１社操業を開始予定

・６区画全体では１千人の雇用創出が見込まれる

進捗

状況

・

課題

対応

【工業用地の整備】

・地域の産業力の強化を図るため、三ツ谷新田地先
に新たな工業用地を確保するとともに、周辺農地の
基盤整備を実施

【防災協定の締結】

・地域防災力の向上や再生可能エネルギーの導入
モデル地区の形成を目指し、進出企業に対し、有事
の協力体制に関する協定締結や自家発電設備等の
導入を促進

目的

・

事業

内容

東駿河湾環状道路

推進区域

計画

実施

【防災協定の締結】

【工業用地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020

新しい産業の創出・集積内陸・高台部

工業

造成完了

協定締結

三ツ谷工業団地（造成中）

完了
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11 三島市：三島玉沢インターチェンジ周辺医療・健康関連産業等集積区域

・平成30年度アクセス道路の調査設計に着手

・平成31年度からアクセス道路の工事実施予定

進捗

状況

・

課題

対応

工業団地整備 A＝2.1ha全体計画

内陸フロンティア推進区域調査事業費助成

内陸フロンティア企業誘致促進農業基盤整備事業

県支援

事業

企業誘致、アクセス道路調査設計
H30実施

内容

【事業用地の整備】

・医療・医薬品関連企業や健康関連産業などの研究
所・企業を集積

【防災協定の締結】

・地域防災力の向上や再生可能エネルギーの導入
モデル地区の形成を目指し、進出企業に対し、有事
の協力体制に関する協定締結や自家発電設備等の
導入を促進

目的

・

事業

内容

東
駿
河
湾
環
状
道

路

三島玉沢IC

推進区域

計画

計画

【防災協定の締結】

【事業用地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 20222021

新しい産業の創出・集積内陸・高台部

工業

造成完了

協定締結

設計着手

12 三島市：ゆとりある田園居住区整備促進区域

・平成29年11月に大場、平成30年２月に市山地
区の宅地造成工事が完了済み

・宅地分譲地は完売し、防災機能を有するゆとり
ある住宅地での新たな生活が始まっている

進捗
状況
・
課題
対応

豊かな暮らし空間創生事業費助成
県支援
事業

分譲販売
H30実施
内容

住宅団地整備 30区画全体計画

【住宅地の整備】

・津波被害からの移転の受け皿と職住近接のま
ちづくりを進めるため、防災・スマート機能を有し、
自然環境と調和したゆとりある住宅街区を建設

目的
・
実施
内容

大場地区

三ツ谷新田地区
市山新田地区

東
駿
河
湾
環
状
道
路

大場・函南IC

三島玉沢IC

推進区域

推進区域

実施【住宅地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019

新しいライフスタイルの実現の場内陸・高台部

住宅

整備完了

大場地区住宅団地

完了
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13 三島市：北沢地区豊かな暮らし空間創生住宅整備区域

・平成29年１月に宅地造成工事が完了済み

・分譲を開始した133区画は完売に近づきつつあ
り、地域の防災に配慮した生活環境での新たな
生活が始まっている

進捗
状況
・
課題
対応

豊かな暮らし空間創生事業費助成
県支援
事業

分譲販売
H30実施
内容

住宅団地整備 133区画全体計画

【住宅地の整備】

・生活と自然が調和したゆとりある暮らしを実現
できる住宅地を整備

・防災設備を備えた地区集会施設や有事にも使
用可能な井戸の設置等のハード対策と、自治組
織の体制強化や小学校との連携等のソフト対策
の両面から地域防災力を向上

目的
・
事業
内容

新
東
名
高
速
道
路

三島玉沢IC

大場・函南IC

推進区域

【スケジュール】

実施【住宅地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019

新しいライフスタイルの実現の場内陸・高台部

住宅

整備完了

北沢地区住宅団地

完了

14 三島市：三島塚原ＩＣ周辺ゆとりある田園居住区整備促進区域

・平成30年９月に開発許可済み（50→70区画に
計画変更）

・平成30年度宅地造成工事に着手

・豊かな暮らし空間創生住宅地として認定されて
おり、自然と調和したゆとりある住宅地が整備さ
れる予定

進捗
状況
・
課題
対応

豊かな暮らし空間創生事業費助成
県支援
事業

住宅団地造成工事着手
H30実施
内容

住宅団地整備 50区画全体計画

目的
・
事業
内容

【住宅地の整備】

・交通利便性と眺望に優れた立地を生かした職
住近接のゆとりある住宅団地を整備

・地域住民と新たな居住者との協働活動を活発
化し、地域コミュニティを強化するため、避難所と
して利用可能な公園整備とともに、歴史や自然
環境の保全活動等を展開

推進区域

計画【住宅地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 20222021

造成完了

新しいライフスタイルの実現の場内陸・高台部

住宅工事着手
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15 富士宮市：北山・上井出・白糸地区職住近接集落地域活性化区域

・平成29年5月に工場拡張工事が完了し、操業が開始さ
れ新たな雇用が創出されている

・平成30年度中に大規模指定集落、田園優良住宅のそ
れぞれの制度を活用した宅地建築工事に着手

進捗
状況
・
課題
対応

地域産業立地事業費助成（予定）

総合特区利子補給金制度（予定）

県支援
事業

企業誘致、指定区域内での住宅建築
H30実施
内容

工業用地整備 A＝0.8ha、住宅地整備全体計画

【工業用地の整備】

・北山及び上井出ＩＣ周辺地域での新たな企業の誘致、既存
立地企業の拡張

【住宅地の整備】

・企業誘致等と一体的に職住近接のゆとりある住宅地を整備

【消防署の建設】

・既存立地企業等との防災協定の締結や消防署分署の改築
等

目的
・
事業
内容

推進区域

2019 2020 2021

実施

実施

実施【工業用地の整備】

【消防署の建設】

【住宅地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2022

新しいライフスタイルの実現の場内陸・高台部

住宅

工業

整備完了

整備完了

整備完了

完了

16 伊東市：伊豆・いとう地魚王国推進区域

・平成30年６月に漁協と魚市場整備方針について調整
し、整備計画を見直し

・整備方針について、市場全面改修ではなく、一
部の施設及び付帯施設整備へ方向転換

・県は活用事業の提案や、活用事業を後押しする等、
事業推進を支援していく

進捗

状況

・

課題

対応

内陸フロンティア推進区域調査事業費助成

地域づくり構想等策定支援アドバイザー派遣事業

県支援

事業

魚市場の整備計画の再検討
H30実施
内容

魚市場整備、観光施設整備 １式全体計画

【加工直売施設の整備・観光施設の整備】

・安全・安心で高度な水産物供給施設や、新たな需要
を創出する加工直売施設等の整備

・魚市場内に観光施設を併設し、観光産業と連携した
新たな賑わいを創出

【魚市場の整備】

・有事の際にも対応できるよう津波避難場所としての
防災機能を備えた複合型魚市場を整備

目的

・

事業

内容

推進区域

実施

計画

計画

【観光交流拠点の整備】

【魚市場の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 20222021

整備完了

整備完了

新しい産業の創出・集積沿岸・都市部

観光

整備完了

調整中
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17 島田市：新東名島田金谷ＩＣ周辺都市的土地利用推進区域

・平成30年５月から工業用地造成の実施設計に着手

・平成30年11月から賑わい交流拠点造成工事に着手

・工業用地整備について、埋蔵文化財の調査準備に時間を要し、遅
れが見られるものの確実に前進している。

・賑わい交流拠点も若干遅れているが確実に前進している。

進捗

状況
・

課題

対応

工業団地整備 21.2ha、住宅団地整備 250区画全体計画

工業用地実施設計、用地買収、アクセス道路１号線工事完了

賑わい交流拠点造成工事着手

H30実施

内容

地域づくり構想等策定支援アドバイザー派遣事業

内陸フロンティア推進区域調査事業費助成

地域産業立地事業費助成（予定）

工業用地安定供給促進事業費助成（予定）

豊かな暮らし空間創生事業費（予定）

県支援

事業

【工業用地の整備】

・都市計画用途地域の指定による工業用地の創出
【賑わい交流拠点施設の整備】
・農業の６次産業化による都市的土地利用を推進

【企業との災害時協力体制の構築】

・災害時には、緊急輸送路である新東名や国道１号からの物資供
給拠点・食料供給拠点を創出

目的

・

事業

内容

新東名高速道路

推進区域

新しい産業の創出・集積内陸・高台部

工業

計画

計画

計画

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 2021 2022

【工業用地の整備】

【賑わい交流拠点施設の整備】

【企業との災害時協力体制の
構築】 体制構築

造成完了

整備完了

一部完了

18 富士市：新東名新富士ＩＣ周辺物流拠点創出事業区域

・平成30年3月第6-1街区が完成したことで、４つ
の流通業務専用地全てが完成

・県内最大級の延床10万㎡（最大16社入居可）の
物流施設が2020年の稼動に向け着工

・計画事業区域以外にも推進区域内に事業効果
が波及し、３社が操業を開始

進捗

状況

・

課題

対応

区画整理事業
H30実施

内容

物流団地整備 A＝13.2ha全体計画

規制の特例措置
県支援

事業

【物流団地の整備】

・土地区画整理事業を行い、防災拠点機能と流
通業の集積を両立した物流拠点を創出

【企業との災害時協力体制の構築】

・流通業務地内企業と有事の協力体制を構築

目的

・

事業

内容

新東名高速道路
新東名高速道路

推進区域

実施

実施

【企業との災害時協力体
制の構築】

【物流団地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019

新しい産業の創出・集積内陸・高台部

工業

造成完了

体制構築

完成した物流施設

完了
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19 富士市：田子の浦港周辺防災対策・にぎわい創出推進事業区域

・平成29年度に田子の浦港振興ビジョンを改定

・平成30年２月に県営ふじのくに田子の浦港公園の
全ての施設整備が完了後、供用を開始し、年間11
万人の利用を見込む

・平成30年５月に耐震･耐津波機能診断委託を発注

・防災面の強化を図りつつ、地域のにぎわいの創出
を目指す

進捗

状況

・

課題

対応

内陸フロンティア推進区域調査事業費助成
県支援

事業

波除堤機能診断、港湾管理者協議H30実施
内容

交流施設整備 １式、波除堤一部機能強化全体計画

【津波対策施設整備】

・静岡県第４次地震想定レベル２において死者ゼロ
を目指した対策を推進

【観光交流拠点の整備】

・ふじのくに田子の浦みなと公園や田子の浦漁港を
活用した新たなにぎわいゾーンを創出

目的

・

事業

内容

推進区域

実施

計画

【観光交流拠点の整備】

【津波対策施設整備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 20222021

新しい産業の創出・集積沿岸・都市部

観光

供用開始

第３波除提 一部機能強化終了

一部完了

20 富士市：江川地区豊かな暮らし空間創生住宅整備推進区域

【スケジュール】

・平成29年5月に住宅団地造成工事に着手し、平

成30年5月から宅地販売

・宅地分譲を開始し、26区画が売約済み（Ｈ30.9）

・豊かな暮らし空間創生住宅地として認定されてお
り、自然と調和したゆとりある住まいによる生活が
スタートしようとしている

・住宅地周辺には防災公園に加え、住宅メーカー
寄贈の太陽光発電を備えた集会所が整備され、地
域の防災力の向上が図られている

進捗

状況

・

課題

対応

豊かな暮らし空間創生事業
県支援

事業

分譲販売
H30実施
内容

住宅地整備 99区画全体計画

目的

・

事業

内容

【住宅団地の整備】

・整備が進む田子の浦港周辺の賑わいや豊かな
海浜の自然、富士山の眺望を楽しむなど、多様な
ライフスタイルに対応可能な住宅団地を整備

・太陽光発電設備を備えた耐震性に優れる住宅を
建設するとともに、緊急避難場所としても利用可能
な公園を整備し、防災倉庫を設置

文文

文文

推進区域

実施【住宅団地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019

新しいライフスタイルの実現の場沿岸・都市部

住宅

造成完了

江川地区住宅団地

完了
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21 磐田市：磐田市下野部地区産業集積区域

目的

・

事業

内容

【工業団地の整備】

・製造業や物流産業等の集積を目指し、新東名
高速道路（仮称）新磐田スマートＩＣに直結する下
野部地区に工業団地を開発

【企業との災害時協力体制の構築】

・地域防災力の充実・強化を目指し、立地企業に
対し、地域防災への協力を要請

全体計画 工業団地整備 A=27.9ha

H30実施

内容

企業訪問、現地案内

進出企業操業開始

県支援

事業

地域産業立地事業費助成

ふじのくにフロンティア推進資金

進捗

状況

・

課題

対応

・平成28年3月に工業団地の造成工事完了済み

・平成28年9月に建設工事に着手済みであり、４
区画に４社が進出し、うち３社が操業を開始

・進出企業と防災協定を締結予定

新東名高速
道路

新東名高速道路

（仮称）新磐田スマートIC（仮称）新磐田スマートIC

推進区域

事業内容 ～2017 2018 2019 2020

【工業団地の整備】 実施

【企業との災害時協力体
制の構築】

計画

内陸・高台部 新しい産業の創出・集積

下野部工業団地造成完了

工業

造成完了

体制構築

完了

22 磐田市：福田漁港周辺“食の拠点”区域

目的

・

事業

内容

【商業施設の整備】

・沿岸部から地域経済の活性化とにぎわいの創
出を図る食の拠点を整備

【津波避難施設の整備】

・有事の際は津波避難施設となる津波避難タワー
を整備

全体計画 商業施設整備、津波避難施設整備 各１箇所

H30実施
内容

施設運営を指定管理へ移行

県支援

事業

ふじのくにフロンティア推進資金

地域づくり構想等策定支援アドバイザー派遣事業

進捗

状況

・

課題

対応

・平成28年5月に商業施設（渚の交流館）と津波避
難施設の供用開始

・更なる集客力の向上に向け、平成28年度にｱﾄﾞ
ﾊﾞｲｻﾞｰ派遣事業を実施

・平成30年６月に商業施設の入場者40万人達成

・平成30年11月に渚の交流館に接続する新たな
市道が開通

推進区域

事業内容 ～2017 2018 2019

【商業施設の整備】 実施

【津波避難施設の整備】 実施

沿岸・都市部 新しい産業の創出・集積

観光

整備完了

整備完了

渚の交流館と津波避難タワー

完了
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23 磐田市：「いわた農業経営塾」推進区域

目的

・

事業

内容

【農業経営塾の開講】

・企業等の農業参入の促進を図るとともに、新たな雇
用の場を創出するため、沿岸部の未利用農地の再
整備を行い、企業が農業生産技術や経営管理手法
を習得する農業経営塾を開講

・農地保有適格法人が持つ多様な流通チャンネルを
活用し持続可能な農業経営のネットワークを構築

【津波避難施設の整備】

・農業塾利用者や周辺レクリエーション施設利用者等
が使用可能な津波避難施設を整備

全体計画 就農支援拠点施設、津波避難施設整備 一式

H30実施
内容

栽培研修、経営講義

県支援
事業

ふじのくにフロンティア推進資金（予定）

進捗

状況

・

課題

対応

・平成27年度に農業経営塾の開講、津波避難施設の
供用開始済み

・平成28年度より継続的に修了生を輩出、4名が研修
を修了した

事業内容 ～2017 2018

【農業経営塾の開講】 実施

【津波避難施設の整備】 実施

沿岸・都市部 新しい産業の創出・集積

新
東
名
高
速
道
路

推進区域

農業

開講

整備完了
津波避難タワー農業経営塾の様子

完了

24 磐田市：「磐田スマートアグリバレー」推進区域

目的

・

事業

内容

【施設園芸団地の整備】

・農業を核とした新たな地域産業を創出するため、ＩＣＴ
の活用により種苗から生産、加工、販売までを一貫して
行う農業ビジネス「磐田スマートアグリカルチャー事業」
を推進

【事業者との災害時協力体制の構築】

・有事の際には、事業者の協力を得て、農産物の供給、
避難所として活用

全体計画 施設園芸団地整備 A=14.67ha

H30実施
内容

閉鎖型植物工場建設

地域経済牽引事業計画県承認

県支援

事業
ふじのくにフロンティア推進資金（予定）

進捗

状況

・

課題

対応

・平成29年７月までに土耕ケールハウス、トマトハウス、
パプリカハウス、育苗研究ハウスが完成し、栽培開始

・平成30年10月にLEDを使った水耕栽培を行う閉鎖型
植物工場が完成

・第３期エリアの進出企業が決まり、順調に進捗する見
通し

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 2021 2022

【施設園芸団地の整備】
計画

実施

【事業者との災害時協
力体制の構築】

計画

実施

整備完了

体制構築

内陸・高台部 新しい産業の創出・集積

推進区域

推進区域

農業

体制構築

整備完了

一部完了
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25 焼津市：「田尻北地区」耕作放棄地の再生による高付加価値農業創出推進区域

・畳メーカー、市、県、JAと共同で塩害に悩む耕作放
棄地の活用を進めている

・平成29年1月にｲｸﾞｻの試験栽培に着手し、8月に収

穫済み

・平成29年度はｲｸﾞｻを畳表の試作と、栽培エリアを
拡大、平成30年度は収穫したイ草を製品化予定

進捗

状況

・

課題

対応

内陸フロンティア多様化モデル創出事業費補助金
県支援

事業

イ草加工・栽培、農業基盤整備事前調整
H30実施
内容

生産基盤整備 A＝4.0ha全体計画

目的

・

事業

内容

【農業生産基盤の整備】

・耕作放棄地の解消や既設排水施設の改修、 維持
管理体制の整備により排水機能を強化

・農地中間管理事業の活用による新たな担い手への
農地集積を可能とする生産基盤整備

【高付加価値農産物の栽培】

・農商工連携により付加価値の高い農産物を栽培

新しい産業の創出・集積沿岸・都市部

推進区域

農業

実施

計画

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 2021 2022

【農業生産基盤の整備】

【高付加価値農産物の
栽培】

４ha整備

定植

一部完了

26 焼津市：大井川焼津藤枝ＳＩＣを活かした産業拠点推進区域

・平成30年度11月に進出企業が決定

・平成31年度に造成工事に着手予定

・今後、進出企業と防災協定を締結することで、近
隣の（仮称）大井川防災広場との連携を図り地域防
災力を強化 していく

進捗

状況

・

課題

対応

地域産業立地事業費助成（予定）
県支援

事業

企業誘致、設計着手
H30実施
内容

工業団地整備 A=5.0ha全体計画

目的

・

事業

内容

【工業団地の整備】

・養鰻池跡地を活用し工業団地を整備

【防災協定締結】

・進出企業との防災協定締結により緊急物資保留・
輸送機能を確保するとともに、近隣の小学校や整
備中の（仮称）大井川防災広場との連携を図り地域
防災力を強化

東
名
高
速
道
路 大井川焼津藤枝ｽﾏｰﾄIC

（仮称）大井川防災広場

推進区域

計画

計画

【防災協定の締結】

【工業団地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 20222021

新しい産業の創出・集積沿岸・都市部

工業団地＝5.0ha

工業

造成完了

協定締結

設計着手

36



27 掛川市：「上西郷地区」産業集積推進区域

目的

・

事業

内容

【事業用地の整備】

・自然環境に配慮した環境重視型企業誘致を図ると
ともに、平時には、企業と地域住民との協働により
森林維持管理体制を構築し、森林レクリエーションや
交流の場を創出

【防災協定の締結】

・企業との防災協定締結により、北部における孤立
集落のヘリポート拠点や食料物資の供給拠点となり
うる平地を確保

全体計画 工業団地整備 A=44.7ha

H30実施

内容
企業誘致活動

県支援

事業

工業用地安定供給促進事業費助成

掛川川根線改良

地域産業立地事業費助成（予定）

ふじのくにフロンティア推進資金（予定）

進捗

状況

・

課題

対応

・平成29年度に工業団地の進入路工事完了

・平成30年度中に工業団地実施設計、工業団地造

成に着手予定

・接道する県道掛川川根線の拡幅工事が採択済み

・企業誘致について、県でも支援していく

推進区域

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 2021 2022

【事業用地の整備】
計画

実施

【防災協定の締結】
計画

実施

造成完了

協定締結

内陸・高台部 新しい産業の創出・集積

工業

造成完了

協定締結

工事着手

28 掛川市：「寺島・幡鎌地区」農地整備推進区域

目的

・

事業

内容

【農業基盤の整備】

・食と農を軸とした地域活性化を図るため、農地整備
事業を実施するとともに、地場産品を活用した６次産
業化を促進

【防災協定の締結】

・新東名森掛川ICと直結した優位性から、有事の際
の迅速な応急・復旧対策の拠点化、食糧物資等の供
給拠点化

全体計画 農地基盤整備、６次産業化関連施設整備 一式

H30実施

内容
土地改良法手続きに係る地元調整

県支援
事業

県単独農業農村整備調査事業

進捗

状況

・

課題

対応

・平成29年4月に農地整備事業申請に向けた事業計
画策定着手済み

・平成30年中に埋蔵文化財の影響を加味し、事業計
画を修正予定

新東
名高
速道
路

推進区域

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 2021 2022

【農業基盤の整備】 計画

【防災協定の締結】 計画

一部植栽開始

基盤整備完了後
協定締結

内陸・高台部 新しい産業の創出・集積

農業設計着手
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29 掛川市：「倉真第２ＰＡ地区」整備推進区域

目的

・

事業

内容

【パーキングエリアの整備】

・民間企業の資金及びノウハウを活用し集客施設を
整備。周辺資源を活かした着地体験型プログラムと
連携し地域振興

【防災協定の締結】

・有事には応援部隊の市内被災地域への空輸や食
糧物資供給の拠点化

全体計画 新東名高速道路倉真第２ＰＡ(商業施設等)整備 一式

H30実施

内容
施工内容検討

県支援

事業

進捗

状況

・

課題

対応

・平成29年7月に市が連結予定者に決定し、11月に第
2PAの測量設計着手済み

・事業者の誘致について支援していく

・連結許可の取得に向けNEXCO中日本と協議中

・平成30年度中に実施設計に着手予定

推進区域

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 2021 2022

【パーキングエリアの
整備】

計画

実施

【防災協定の締結】
計画

実施

整備完了

協定締結

内陸・高台部 新しい産業の創出・集積

観光

整備完了

協定締結

設計着手

30 掛川市：「大坂・土方地区」産業集積推進区域

目的

・

事業

内容

【事業用地の整備】

・雇用の安定や経済の活性化を図るため、地域の資
源と連携した医療、健康、食品等の新産業を誘致

【防災協定の締結】

・企業との防災締結により、有事において、市南部
におけるヘリポート拠点や食料物資の供給拠点や
避難地となりうる平地を確保

全体計画 工業団地整備 A=27.0ha

H30実施

内容
基本設計着手、用地測量開始

県支援

事業

地域産業立地事業費助成（予定）

工業用地安定供給促進事業費助成（予定）

ふじのくにフロンティア推進資金（予定）

進捗

状況

・

課題

対応

・平成30年５月に２社の進出が内定、2020年度引き
渡し予定（西工区）

・平成30年７月に基本設計に着手済

・平成31年度に実施設計と用地買収を行い、工業団
地造成着工予定

推進区域

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 2021 2022

【事業用地の整備】
計画

実施

【防災協定の締結】
計画

実施

５ha整備

造成完了後
協定締結

内陸・高台部 新しい産業の創出・集積

工業

12ha整備

設計着手
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31 掛川市：「新エコ第３期地区」産業集積推進区域

目的

・

事業

内容

【工業団地の整備】

・若年層の地元就業・定着による人口維持及び
工業の一層の発展を目指し、新エコポリスエリア
に工業団地造成を進め企業を誘致

【防災協定の締結】

・有事の際の福祉避難所への食糧物資、人材な
どの避難支援に迅速に対応できるヘリポート拠
点となりうる平地を確保

全体計画 工業団地整備 A=33ha

H30実施

内容
地元調整、土地利用調整

県支援

事業

地域産業立地事業費助成（予定）

工業用地安定供給促進事業費助成（予定）

ふじのくにフロンティア推進資金（予定）

進捗

状況

・

課題

対応

・開発手法を見直し、平成31年度中に基本設計
着手予定

（民間活力を導入した開発手法を検討中）

推進区域

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 2021 2022

【工業団地の整備】 計画

【防災協定の締結】 計画

14ha整備

造成完了後
協定締結

内陸・高台部 新しい産業の創出・集積

工業調整中

32 掛川市：「掛川市海岸命を守る希望の森づくり地区」推進区域

目的

・

事業

内容

【防潮堤の整備】

・海岸防災林の再生事業と連携しながら、公共事業
残土を活用しレベル２に対応した盛土を行う「掛川モ
デル」を整備

・有事には津波防御施設として、平時には地域住民
や自転車道の利用者らが集い、散策できる森林レク
リエーションや交流の場を創出

全体計画 森の防潮堤整備 L=6.0km

H30実施
内容

盛土工事施工中

県支援

事業
内陸フロンティア推進区域調査事業費助成

進捗

状況

・

課題

対応

・平成26年度から防潮堤工事に着手し、一部完成済
み、平成30年度は盛土工事を２件実施

・県・市・地域住民等との連携により、防潮堤に植樹
を実施

新東名高速
道路

新東名高速道路

東名高速道路

掛川IC

推進区域

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 2021 2022

【防潮堤の整備】 計画 ６km整備

沿岸・都市部 新しいライフスタイルの実現の場

コミュニティ一部完了
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33 掛川市：「南西郷地区」産業集積推進区域

目的

・

事業

内容

【工業用地の整備】

・東名高速道路掛川ＩＣ付近の利便性が高い

本地域に、企業誘致のための工業用地を整備

【防災協定の締結】

・有事に備え、進出企業と防災協定を締結し、
災害拠点病院と連携した災害対応拠点として活
用

全体計画 工業用地整備 A=8.4ha

H30実施

内容
造成工事施工中、道路工事着手

県支援

事業

工業用地安定供給促進事業費助成

磐田掛川線拡幅（4車化）

地域産業立地事業費助成（予定）

進捗

状況

・

課題

対応

・平成29年6月に造成工事に着手し、平成30年
度中に完了予定

・平成31年１月に建築工事に着手予定

・進出企業と防災協定を締結予定

事業内容 ～2017 2018 2019 2020

【工業用地の整備】 実施

【防災協定の締結】 計画

内陸・高台部 新しい産業の創出・集積

東名
高速
道路

推進区域

工業

協定締結

造成完了

南西郷地区工業団地（造成中）

完了

34 藤枝市：新東名藤枝岡部IC周辺推進区域

・平成29年１月に農地整備工事に着手し、11月に完了し、官民協働による
植樹祭をH30.3.25に実施、本年度植樹作業により造成地の植栽完了

・平成29年10月に全７区画６社ので進出企業が決定し、平成29年度より実
施設計に着手

・平成30年度工場団地用地買収契約締結完了、年度内に工業団地造成工
事に着手する予定

進捗

状況

・

課題

対応

工業用地等開発可能性詳細調査補助金
工業用地安定供給促進事業費助成（予定）
新規産業・地域産業立地事業費助成（予定）

県支援

事業

工業団地の実施設計・用地買収・造成工事着手、植樹H30実施内容

農業関連整備 １式、工業団地整備 A=11.4ha全体計画

【事業用地の整備】
・地域経済の活性化を図るため、広域物流施設等を整備
【農業生産基盤・６次産業化施設の整備】
・農家レストラン、直売所、観光農園等を整備
【生産型市民農園の整備】
【防災協定の締結】
・有事の際には、立地企業等との協定等の締結により、物資の供給拠点や
備蓄基地避難所等の防災機能を確保

目的

・

事業

内容

新東名高速道路
藤枝PA

藤枝岡部IC

新
東

名
高

速
道
路

推進区域

計画

計画

計画

計画【事業用地の整備】

【農業生産基盤・

６次産業化施設の整備】

【防災協定の締結】

【生産型市民農園の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 20222021

新しい産業の創出・集積内陸・高台部

農業

工業

協定締結

造成完了

造成完了

造成完了

一部完了
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35 御殿場市：板妻南工業団地開発推進区域

工業用地安定供給促進事業費助成

新規産業・地域産業立地事業費助成（予定）

県支援

事業

工業団地整備 Ａ＝10.5ha全体計画

工業団地全区画と防災協定を締結予定

工業団地内の連絡協議会を立上げ予定

H30実施

内容

・平成29年３月に工業団地造成工事が完了し、全
７区画で進出企業が決定し、６社の物流・製造業
等が操業し、雇用創出に繋がっている

・今年度中に防災協定を締結予定

進捗

状況
・

課題

対応

【工業団地の整備】

・有事に備え企業が沿岸部等から移転する需要
に対応するとともに、産業の集積化を図るため、
スマートインター化が検討されている駒門ＰＡ周
辺区域に新たな工業団地を整備

【防災協定の締結】

・地域防災力の向上を図るため、進出企業との防
災協定締結により、緊急物資の供給拠点や備蓄
機能等を確保

目的

・

事業

内容

御殿場IC

東名
高速
道路

（仮称）御殿場IC予定地

駒門PA

御殿場JCT

新東名高速道路

推進区域

実施

実施

【防災協定の締結】

【工業団地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019

造成
完了

協定
締結

新しい産業の創出・集積内陸・高台部

工業

板妻南工業団地の立地状況

完了

36 御殿場市：駒門周辺地域エコシティ化推進区域

・平成28年度までにバイオマスボイラーの稼動と
原料となる間伐材チップ設備導入により、再生可
能エネルギー設備と原料調達の地産地消モデ
ルが確立

・平成30年度５月に小水力発電の設置工事を完
了し、実証実験中

進捗
状況
・
課題
対応

県支援
事業

小水力発電所の設置、実証実験を開始
H30実施
内容

再生可能エネルギーの導入全体計画

【再生可能エネルギーの導入】

・企業、団体、地域等が一体となって、小水力、
木質バイオマス等の多様な再生可能エネルギー
関連事業を展開

・エネルギーの地産地消により、有事における市
民生活や企業活動の持続性を確保

目的
・
事業
内容

実施
【再生可能エネルギーの
導入】

事業内容 ～2017 2018 2019

バイオマスボイラー・

チップ加工場整備

新しいライフスタイルの実現の場内陸・高台部

エネルギー

推進区域

推進区域

間伐材チップを活用するバイオマスプラント

完了
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37 御殿場市：「印野地区」豊かな暮らし空間創生住宅整備促進区域

・平成29年3月に宅地造成工事完了済み

・平成29年度に販売開始し、平成30年11月に全
8区画が完売、売買契約締結済み

・造成地内に災害時等の避難地としてのコモンス
ペースや避難用通路(12ｍ)を整備完了、平成30
年度中に防災倉庫を設置完了

進捗
状況
・
課題
対応

豊かな暮らし空間創生事業
県支援
事業

住宅団地の分譲販売
H30実施
内容

住宅団地整備 ８区画全体計画

目的
・
事業
内容

【住宅地整備】

・県内外在住の子育て世代等の移住を促進 す
るゆとりある住宅地を整備

・有事に備え、一時避難地として利用可能なコモ
ンスペースや防災倉庫の設置により集落の防災
機能を強化

新東名高速道路 駒門PA

御殿場JCT

御殿場IC

東名
高速
道路

新東名高速道路 駒門PA

御殿場JCT

御殿場IC

東名
高速
道路

推進区域

実施【住宅地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019

造成完了

新しいライフスタイルの実現の場内陸・高台部

住宅

造成が完了した豊かな暮らし空間創生住宅地

完了

38 袋井市：袋井市静岡モデル防潮堤整備と連動した次世代産業拠点創出推進区域

目的

・

事業

内容

【防潮堤の整備】

・防潮堤の整備と海岸防災林の再生を進めるとともに地域
住民の憩いの場となる遊歩道を整備

【工業団地の整備】

・防潮堤整備のための土取り場（豊沢、岡崎地区）を工業
団地として整備

【防災協定の締結】

・有事に備え、立地企業との防災協定の締結等により地域
防災力を向上

全体計画
工業団地造成 A=23ha、

防潮堤整備 L=5.35kmの内、覚書締結区間 L=4.24km

H30実施
内容

造成工事完了（豊沢）、立地企業の募集（岡崎）

防潮堤施工中

県支援

事業

工業用地安定供給促進事業費助成

地域産業立地事業費助成（予定）

進捗

状況

・

課題

対応

・平成26年度より防潮堤整備に着手し、一部完成済み

・平成27年度より豊沢工業団地造成工事に着手し、平成30
年度７月に完成済

・平成31年度中に豊沢工業団地の進出企業２社が操業を
開始する予定

推進区域

推進区域

推進区域

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 2021 2022

【防潮堤の整備】

（覚書締結区間）
計画

【工業団地の整備】 計画

【防災協定の締結】 計画

造成完了

協定締結

沿岸・都市部 新しいライフスタイルの実現の場

コミュニティ

整備完了

一部完了
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39 袋井市：東名袋井ＩＣ周辺産業集積拠点創出推進区域

目的

・

事業

内容

【工業団地の整備】

・東名袋井ＩＣ隣接地に近隣で推進するフロンティ
ア特区事業と連動し新たな雇用の場となる、食品
関連産業や高機能型物流など高度な産業集積を
可能とする工業団地を整備

【防災協定の締結】

・進出企業の特性を生かした防災協定締結により、
有事の際の物資供給を確保

全体計画 工業団地整備 A=11.0ha

H30実施

内容
造成工事着手

県支援

事業
地域産業立地事業費助成（予定）

進捗

状況

・

課題

対応

・平成29年1月に工業団地の実施設計着手済み

・平成30年8月に開発行為許可が承認済み

・平成30年度に造成工事に着手予定

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 2021 2022

【工業団地の整備】 計画

【防災協定の締結】 計画

造成完了

協定締結

内陸・高台部 新しい産業の創出・集積

東名高速道路

推進区域

工業工事着手

40 下田市：「春日山及び下田公園地域」交流拡大・防災対策推進区域

・平成29年3月に津波避難施設整備第１期工事が完
了後、供用を開始

・平成30年4月に避難路を兼ねた下田公園を結ぶ遊
歩道 934ｍが完成後、供用を開始

・関係事業の影響で計画より事業が遅延しているた
め、平成31年度に下田小学校運動場避難路整備に
着手予定

・県は補助事業による継続的な支援を後押ししていく。

進捗

状況

・

課題

対応

緊急地震・津波対策等交付金

観光施設整備事業費補助金

県支援

事業

案内看板とWi-Fiの整備
H30実施
内容

津波避難路となる遊歩道等の整備 L＝1,070ｍ全体計画

目的

・

事業

内容

【津波避難路となる遊歩道等の整備】

・春日山の未活用の地域資源や下田公園等を生かし
た新たな散策ルートを形成する遊歩道を整備

・市と自治会・関係団体との連携により遊歩道周辺の
美化活動等を推進

・整備する遊歩道を地域住民や観光客のための津波
避難路として活用

(仮称)下田IC

春日山
下田公園

伊
豆
縦
貫
自
動
車
道

（
河
津
下
田
道
路
）

(仮称)下田IC(仮称)下田IC

遊歩道整備箇所

既存遊歩道

推進区域

実施

計画【津波避難路となる遊歩道
等の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019

整備完了

新しい産業の創出・集積沿岸・都市部

観光

津波避難路となる観光遊歩道

一部完了
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41 裾野市：東名裾野ＩＣ周辺地域における防災・減災と職住近接に配慮した地域づくり推進区域

地域産業立地事業費助成（予定）
県支援

事業

工場の建設に着手
H30実施

内容

工業団地整備 A=1.3ha全体計画

・平成26年度までに工業用地造成完了済み

・平成29年2月に進出企業が決定し、平成31年度
中に操業開始予定

・推進区域内企業４社との防災協定を契機に平成
30年9月までに推進区域外を含む19社と協定を締
結

進捗

状況

・

課題

対応

【工業用地の整備】

・産業集積の促進と企業の立地維持に向けた支援

【防災協定の締結】

・既存立地企業も含め防災協定を締結するとともに、
区域内の公共施設を防災受援施設、広域避難地と
して整備

・防災・減災と職住近接に配慮した地域づくり

目的

・

事業

内容

トヨタ自動車㈱
東富士研究所

矢崎総業㈱Y-City
矢崎部品㈱

トヨタ自動車
東日本㈱

推進区域

推進区域

実施

実施

【防災協定の締結】

【工業用地の整備】

事業内容 ～2017 2018

造成完了

協定締結

新しい産業の創出・集積内陸・高台部

工業

企業との防災協定締結式工業団地造成完了

完了

42 裾野市：裾野市北部地域職住近接の防災スマートシティ創出推進区域

・平成29年度に住宅団地の実施設計済

・平成30年度末に都市計画決定（区域区分見直し
等）見込み

進捗
状況
・
課題
対応

内陸フロンティア多様化モデル創出事業費補助金

鉄道駅ユニバーサルデザイン施設整備事業費補助金

県支援
事業

関係機関協議等を実施
H30実施
内容

住宅地整備 80区画全体計画

【住宅地整備】

・環境に優しく自然と調和した職住近接のゆとりあ
る住宅団地を整備

・太陽光発電システムや蓄電池等を活用した自立
可能なスマートハウスや公共スペースへの充電ス
ポット等の整備

・職住近接による企業の事業継続計画の充実

目的
・
事業
内容

トヨタ自動車㈱
東富士研究所

矢崎総業㈱Y-City
矢崎部品㈱

トヨタ自動車
東日本㈱

推進区域

計画【住宅地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 20222021

造成完了

新しいライフスタイルの実現の場内陸・高台部

住宅設計着手
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43 湖西市：新居地区「安全で安心な暮らし空間創生」推進区域

目的

・

事業

内容

【急傾斜地崩壊対策事業（切土工事・平場整備）】

・上田町地区において急傾斜地の土砂崩壊を未然に防
止するための切土工事を実施し、工事によって生じた上
部平場を津波避難場所として整備

・地域住民の協働により津波避難場所を憩いの場として
整備

【命山の整備】

・急傾斜地からの排出土砂を活用し、津波避難施設空
白区域の住吉地区に命山を整備

全体計画 津波避難場所（切土平場）整備、命山整備 各１箇所

H30実施
内容

切土平場造成工事施工中

県支援

事業

急傾斜地崩壊対策事業

緊急地震・津波対策等交付金

進捗

状況

・

課題

対応

・平成27年度に住吉地区命山の実施設計に着手し、平
成28年9月に造成工事に着手、平成29年度中に命山設
置工事完了済み

・平成30年4月に上田町地区の造成工事に着手済みで
あり、平成31年度に造成完了見込み

住吉地区

上田町地区

推進区域

推進区域

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 2021 2022

【急傾斜地崩壊対策事業】

（切土工事・平場整備）
計画

【命山の整備】 実施

整備完了

沿岸・都市部 新しいライフスタイルの実現の場

コミュニティ

整備完了

一部完了

44 湖西市：浜名湖西岸地区産業集積推進区域

目的

・

事業

内容

【工業団地の整備】

・標高30ｍ以上の浜名湖西岸地区に工業団地
を整備

【アクセス道路の整備】

・緊急輸送路や津波避難場所ともなるアクセ
ス道路を整備し、残土を防潮堤や命山等に有
効活用

全体計画
工業団地整備 A=26.8ha、

アクセス道路整備 一式

H30実施
内容

実施設計着手

県支援

事業
財政支援要望（予定）

進捗

状況

・

課題

対応

・平成29年10月にアクセス道路の実施設計着手
済み

・平成30年7月に工業団地実施設計着手済み

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 2021 2022

【工業団地の整備】 計画

【アクセス道路の整備】 計画

沿岸・都市部 新しい産業の創出・集積

工業団地＝26.8ha

工業

推進区域

一部造成
完了

設計着手
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45 伊豆市：天城北道路大平IC周辺〝森と農〟活力創造推進区域

平成26年度から土地改良事業を実施し、平成29年
度に造成工事が完了後、営農を開始

平成31年度は、平成32年度に貯木場整備工事着
手に向けた調整を行う

進捗

状況

・

課題

対応

内陸フロンティア推進区域調査事業費助成

内陸フロンティア企業誘致促進農業基盤整備事業

県支援
事業

確定測量、換地計画書作成
H30実施
内容

土地改良事業 A=18.6ha
全体計
画

【農業生産基盤の整備】

・食と農を活かした地域活性化に向けて、土地改良
事業により農業法人に農地を集約化

【貯木施設の整備】

・持続可能な林業振興と強靭な森林づくりに向け伊
豆中南部から集積する材の貯木施設を整備

・有事の際には、木材のストックヤードを活用し、復
旧対策物資供給拠点となる機能を確保

目的

・

事業

内容

推進区域

計画

計画

【貯木施設の整備】

【農業生産基盤の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 20222021

整備完了

造成完了

新しい産業の創出・集積内陸・高台部

農業

林業
一部完了

46 伊豆市：「天城北道路」と「道の駅」を生かした地域振興拠点づくり推進区域

・平成28年度に観光交流施設の基本設計を実施
し、平成29年5月に実施設計着手済み

･平成30年1月に指定管理者決定

・平成30年6月に道の駅駐車場工事に着手済み

・平成30年7月に観光交流施設工事に着手済み

進捗
状況
・
課題
対応

観光地域づくり整備事業費補助金
県支援
事業

用地買収、観光交流施設の建築工事、駐車場・
付属施設工事

H30実施
内容

観光交流施設整備 １箇所、道の駅整備 １箇所全体計画

目的
・
事業
内容

【観光交流拠点の整備】

・「天城北道路」と「道の駅」の整備に併せ、観光
案内機能、地場産品の物販機能、コミュニティ維
持機能などを有する観光交流拠点を整備

・バス路線等の公共交通の再編により、各地区の
拠点を結ぶネットワークを強化し、機能的で魅力
あるコンパクトタウンを形成

・伊豆半島西南部への交通の要衝として、有事の
際の物資供給拠点や観光客の一時避難場所、応
急復旧を行う活動拠点として活用

(仮称)天城湯ヶ島IC(仮称)天城湯ヶ島IC(仮称)天城湯ヶ島IC

(仮称)天城湯ヶ島IC

伊
豆
縦
貫
自
動
車
道

（天
城
北
道
路
）

推進区域

計画【観光交流施設の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020

整備完了

新しいライフスタイルの実現の場内陸・高台部

コミュニティ

道の駅完成予想図

工事着手
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47 御前崎市：御前崎ウォーターフロントにぎわい創出推進区域

目的

・

事業

内容

【賑わい施設の整備】

・御前埼灯台周辺やその付近の駐車場やトイレ等を再整備

・マリンスポーツやレジャーを満喫できる御前崎ロングビーチ
とファミリー層が多く訪れるマリンパーク御前崎を再整備

・整備した施設等の管理・運営を市内の各団体が連携して行
い、スポーツを切り口とした賑わいを創出

・企業誘致を行うことで、観光・産業両面での賑わいを創出

【津波避難路の整備】

・平時には集落と海岸を結ぶ散策路となる津波避難路を整備
するとともに津波防災等の海洋教育を実践

全体計画 賑わい施設、津波避難路整備 一式

H30実施
内容

御前崎灯台周辺整備工事着工、キャンプ場利用者アン
ケート実施、クルーズ船の誘致

県支援

事業

クルーズ船を活用した交流人口拡大推進事業費補助金

観光地域づくり事業費補助金（予定）

地域産業立地事業費助成（予定）

進捗

状況

・

課題

対応

・平成30年2月に津波避難路の工事完了済み

・平成29年8月に灯台周辺整備実施設計着手し、平成30
年に工事に着手済み

・2019年8月にクルーズ船が御前崎港へ寄港予定

御前崎ロングビーチ
渚の交番

推進区域

沿岸・都市部 新しい産業の創出・集積

スポーツ

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 2021 2022

【賑わい施設の整備】 計画

【津波避難路の整備】 実施

整備完了

整備完了

一部完了

48 菊川市：菊川市次世代農業推進区域

目的

・

事業

内容

【農業生産基盤・集出荷施設の整備】

・地域農業の振興に資する食と農の拠点を創出す
るため、農業生産法人等へ農地集積し高付加価値
野菜を生産するとともに、区画整理を実施し市民農
園や直売所等を整備

・小学校等での「食育の場」としての活用や、短時
間就労の場としての利用など、多様なニーズに対
応する新しい農業モデルの創出

【一時避難所等の機能確保】

・有事の際の雨風を凌ぐ一時避難所及び食料供給
拠点となる機能を確保

全体計画 農業生産基盤整備、集出荷施設整備 一式

H30実施

内容
農業生産基盤造成工事着手

県支援

事業
県営 耕作条件改善事業

進捗

状況

・

課題

対応

・平成28年6月に農業法人を設立済み

・平成29年6月に農地造成の測量設計に着手済み

・平成30年度中に農地造成工事に着手見込み

推進区域

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 2021 2022

【農業生産基盤・集出荷
施設の整備】

計画 整備完了

内陸・高台部 新しい産業の創出・集積

農業工事着手
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49 伊豆の国市：「世界遺産韮山反射炉」及び「江川邸」を核とした
歴史文化のまちづくり推進区域

・平成28年11月にガイダンス施設・多目的広場の
工事が完了し、12月に供用開始済み

・平成30年度の入場者は11月末で約15万人

・韮山反射炉ガイダンスセンターの駐車場を平成
29年３月に広域避難地として指定し、平成29年度
に避難誘導計画を策定

進捗
状況
・
課題
対応

観光施設整備事業費補助金
県支援
事業

江川家文庫収蔵庫の実施設計・工事着手
H30実施
内容

ガイダンス施設整備 １箇所

資料保存活用施設整備 １箇所
全体計画

【施設整備等】

・世界遺産のガイダンス施設や広場、展望施設等
を整備するとともに、多彩な観光資源のネットワー
ク化や周遊観光の情報発信等により、着地型の広
域観光拠点を形成

・有事に備え、観光客等の避難・受入態勢を強化

目的
・
事業
内容

推進区域

推進区域

実施

計画
【資料保存活用施設の整
備】

【ガイダンス施設等の整
備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 20222021

造成完了

整備完了

新しいライフスタイルの実現の場内陸・高台部

コミュニティ一部完了

50 伊豆の国市：江間工業用地開発推進区域

・平成29年3月に市が工業用地を売却し、平成
29年5月に進出企業が用地造成及び建築工事
設計着手済み

・平成30年9月に工業団地造成工事の一部が完
成済み・今年度中に１社と防災協定を締結する
予定

・平成30年9月に工業団地造成工事の一部が
完成済み

進捗

状況

・

課題

対応

一部造成工事完了、建築工事開始
H30実施

内容

工業団地整備 7.0ha全体計画

土地利用調整
県支援

事業

目的

・

事業

内容

【工業団地の整備】

・伊豆中央道に近接する旧スポーツワールド跡
地に工業団地を整備

【防災協定の締結】

・立地企業との防災協定締結等により物資等の
供給機能を確保

伊
豆
中
央
道

(仮称)長岡北IC

推進区域

計画

計画

【防災協定の締結】

【工業団地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020

整備完了

整備完了

新しい産業の創出・集積内陸・高台部

工業団地＝7.0ha

工業

旧スポーツワールド跡地

一部完了
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51 牧之原市：東名相良牧之原IC周辺土地利用推進区域

目的

・

事業

内容

【産業交流拠点の整備】

・地域産業の活性化と雇用の確保を図るため、交通
インフラの立地優位性を生かし、流通施設や研究施
設等の産業交流拠点を整備

【住宅団地の整備】

・県内外からの移住、定住を図るため、職住近接でゆ
とりある魅力的な住宅団地を整備

【防災協定の締結】

・有事の際には緊急物資の供給拠点や被災住民の
受け皿となる避難所機能を確保

全体計画 産業交流拠点・住宅団地整備 一式

H30実施

内容
業務代行予定候補者決定

県支援

事業

内陸フロンティア推進区域調査事業費助成

地域産業立地事業費助成（予定）

工業用地安定供給促進事業費助成（予定）

進捗

状況
・
課題

対応

・平成29年2月に土地区画整理準備組合設立

・平成29年10月に実施設計（地区界測量等）に着手

・平成30年9月に業務代行予定候補者決定済み、平
成31年１月に業務協定締結予定

推進区域

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 2021 2022

【産業交流拠点の整備】 計画

【住宅団地の整備】 計画

【防災協定の締結】 計画

整備完了

造成完了

協定締結

内陸・高台部 新しい産業の創出・集積

住宅

産業
設計着手

52 牧之原市：静波地区「安全で豊かな暮らし空間創生」推進区域

目的

・

事業

内容

【住宅地の整備】

・沿岸市街地の未利用地を有効活用し、津波浸
水に対応したゆとりある住宅地を整備

【緑地公園の整備】

・有事に備え、近隣住民の一時避難場所にもな
る緑地公園を整備

全体計画 住宅地団地整備 20区画（A=0.7ha）

H30実施
内容

民間事業者の募集

県支援

事業

内陸フロンティア推進区域調査事業費助成

豊かな暮らし空間創生事業（予定）

進捗

状況

・

課題

対応

・平成28年7月に地質調査を実施

・平成29年度中に用地の嵩上げのための盛土
工事実施済み

推進区域

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 2021 2022

【住宅地の整備】 計画

【緑地公園の整備】 計画

整備完了

沿岸・都市部 新しいライフスタイルの実現の場

住宅

整備完了

工事着手
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53 東伊豆町：稲取高原特色を生かした観光地づくり推進区域

・平成26年度までに憩いの広場（観光交流施設）
の整備が完了、平成27年4月に供用開始済み

・平成28年11月にトイレ設置工事完了済み

・毎年各種イベントを開催し、施設を活用

・有事の際は自衛隊の活動拠点（宿営地）として
活用

進捗
状況
・
課題
対応

観光施設整備事業費補助金
県支援
事業

各種観光イベントを開催H30実施
内容

観光交流施設の整備 １箇所全体計画

【観光交流施設の整備】

・地域住民のレクリエーションや滞在型観光の拠
点となる憩いの広場の整備や、観光資源の情報
発信等を強化

・有事の際には、近隣公共施設が有する防災機
能と連携しながら、親水広場等を仮設住宅、自衛
隊宿営地等に活用

目的
・
事業
内容

新東名高速道路新東名高速道路 国
道
13
5号

推進区域

実施【観光交流施設の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019

整備
完了

新しいライフスタイルの実現の場内陸・高台部

コミュニティ

憩いの広場

完了

54 河津町：河津町子育て文化コミュニティ機能集積推進区域

・平成28年度に実施設計に着手したが、平成29年度
に複合施設の整備について、事業規模・機能配置に
ついて見直しが必要な状況となった
・平成30年に子ども・子育て会議より、別の場所
に子育て支援センター機能を主としたコンパクト
な施設の整備が答申された
・県は、町と綿密に情報交換をしつつ、今後の事業
計画の再検討への助言を行う

進捗

状況

・

課題

対応

内陸フロンティア多様化モデル創出事業費補助金
県支援

事業

子ども・子育て会議を実施、事業内容の精査
H30実施
内容

複合交流施設の整備 １式全体計画

【複合交流施設の整備】

・伊豆急河津駅周辺地域に、子育て児童館、生涯学
習施設、コミュニティ施設、文化ホール等を集約し、
世代間交流や移住者との多様な交流が可能な利便
性の高い複合交流施設を整備

・有事には、一時避難所として地域住民や帰宅困難
者等を受け入れ、地域防災力を向上

目的

・

事業

内容

実施

計画
【複合交流施設の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 20222021

新しいライフスタイルの実現の場沿岸・都市部

推進区域

コミュニティ

＜検討中＞

調整中
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55 南伊豆町：南伊豆町差田地区産業拠点推進区域

・平成29年2月に工業用地の実施設計に着手済み

・平成29年5月に町が工業用地を売却し、平成29
年度中に進出企業が用地造成工事完了済み

・平成30年8月に建築工事に着工

・平成31年8月に工場が操業を開始予定

進捗

状況

・

課題

対応

工業用地整備 A＝5.0ha全体計画

建設工事着手
H30実施

内容

地域産業立地事業費助成
県支援

事業

【工業用地の整備】

・未利用地となっている内陸部の町有地を活用し、
企業誘致のための工業用地と有事の際の仮設住
宅建設地を整備する。

【防災協定の締結】

・立地企業との防災協定の締結や隣接した町営グ
ラウンド等と連携した災害対応拠点としての活用
により地域防災力を向上させる。

目的

・

事業

内容

推進区域

計画

計画

【防災協定の締結】

【工業用地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 20222021

工場
稼動

協定
締結

新しい産業の創出・集積内陸・高台部

工業一部完了

56 松崎町：道の駅「花の三聖苑」等を活用した起業の学びの拠点創出推進区域

進捗
状況
・
課題
対応

県支援
事業

H30実施
内容

全体計画

目的
・
事業
内容

・平成29年8月に下田警察署松崎分署移転工事完了、有事の
際は住民や観光客の避難場所や自衛隊の活動拠点として活
用する

・平成29年度中に旧依田邸の活用を含めた構想を策定

・平成30年度中に道の駅、旧依田邸の実施設計に着手

道の駅及び旧依田邸（温泉施設）の実施設計着手

道の駅整備 １箇所、旧依田邸整備 １箇所

下田警察松崎分署の整備 １箇所

【観光交流拠点の整備】

・道の駅「三聖苑」や旧依田邸の既存施設 を活用し、桜葉等
の地域資源を活用した産業の創出や起業の学び、働き場所
の確保につながる観光交流拠点を整備

・有事には住民や観光客の避難場所や自衛隊の防災活動拠
点として活用

新しい産業の創出・集積内陸・高台部

産業

松崎町役場

旧中川小学校

道の駅花の三聖苑伊豆松崎

推進区域

実施

計画

計画

事業内容 ～2017 2018 2019 2020

【道の駅の整備】

【旧依田邸の整備】

【下田警察松崎分署の建設】

整備完了

整備完了

整備完了 下田警察署松崎分庁舎

一部完了
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57 西伊豆町：「安良里地区」防災拠点施設整備推進区域

・平成29年3月に診療所及び消防団詰所の建設
工事完了済み

・平成29年度より診療所及び消防団詰所の供用
開始

・有事の際、診療所及び消防団詰所は、広域避
難所と連携し、防災拠点として活用する

進捗

状況

・

課題

対応

県支援

事業

防災訓練の実施
H30実施
内容

診療所、消防団詰所の整備 １箇所全体計画

目的

・

事業

内容

【診療所・消防団詰所の移転】

・診療所の高台への移設と設備の高度化等によ
り医療サービスを強化

・診療所と併せて消防団詰所を津波浸水区域外
に移設するとともに、平時は防災教育の場として
活用

・有事の際は、両者が隣接する広域避難地と連
携し、防災拠点としての機能を発揮

【スケジュール】

推進区域

実施
【診療所・消防団詰所の
移転】

事業内容 ～2017 2018 2019

移転完了

新しいライフスタイルの実現の場沿岸・都市部

コミュニティ

消防団詰所整備完了

完了

58 西伊豆町：「田子地区」大学生と地域住民との交流拠点施設整備推進区域

・平成28年7月に多目的施設の改修工事を完了
し、8月から交流事業を実施し、大学生等の活動
拠点として活用

・平成30年4,8月に地域活性化活動に来た大学
生が活動拠点に活用

・有事の際は、避難所や物資保管場所、ボラン
ティアの活動拠点として活用する

進捗

状況

・

課題

対応

県支援

事業

県外大学との連携事業実施
H30実施
内容

多目的交流施設整備 １箇所全体計画

目的

・

事業

内容

【交流拠点の整備】

・県外の大学等との連携により集落の維持・発展
を図るため、旧田子中学校を活用した、宿泊機
能、交流機能を有する活動拠点を整備

・有事の際は、避難所や物資保管場所、ボラン
ティアの活動拠点として活用

推進区域

実施【交流拠点の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019

整備完了

新しいライフスタイルの実現の場沿岸・都市部

コミュニティ

立教大学学生 施設活用状況

完了
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59 函南町：「道の駅・川の駅」を活用した地場産品活用６次産業化推進区域

・平成29年3月に地場産品直売所を備えた道の

駅建設工事が完了し、5月に開業した。平成30
年11月に開業1年7ヶ月で来場場者数200万人達
成

・平成29年度中に川の駅建設工事着手し、平成

30年度中に完成予定

・平成30年1月に立地企業がテーマパーク型工

場の建設に着手し、平成30年12月に供用開始

・平成29年3月に６次産業化推進計画を策定済

進捗

状況

・

課題

対応

工業用地等開発可能性基本調査補助金
県支援
事業

川の駅事業着手、立地企業 工場建設
H30実施
内容

道の駅・川の駅整備 各１箇所全体計画

目的

・

事業

内容

【道の駅・川の駅の整備】

・観光客等の交流人口の増加と新たな雇用、賑
わいの創出を図るため、「道の駅・川の駅」を整
備し、併せて地場産品を活かした6次産業化を
推進

・有事の際には、物資供給拠点や観光客等の一
時避難場所としての機能に加え、応急復旧を行
う活動拠点として活用

実施【道の駅・川の駅の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019

新しい産業の創出・集積内陸・高台部

観光

農業

川の駅予定地

道の駅建設地
推進区域

整備完了

かねふく「めんたいパーク伊豆」開業

完了

60 清水町：久米田地区成長産業集積推進区域

・平成29年3月に造成工事に着手し、平成29年度に完了

・進出企業は、航空宇宙機器部品の増産や、IoTやロ

ボット設備を導入に取り組む計画

・平成30年7月に進出企業の新工場が完成し、平成30年9
月に操業開始

・今年度中に企業と避難地や物資拠点の防災協定を締

結予定し、地域経済の成長と地域防災力の強化を図る

進捗

状況

・

課題

対応

地域産業立地事業費助成、工業用地安定供給促進事業
費助成、内陸フロンティア推進資金

県支援

事業

工業団地整備 A＝1.2ha全体計画

防災協定締結、施設稼動
H30実施

内容

目的

・

事業

内容

【工業用地の整備】

・利便性の高い久米田区域において、長期的な雇用確保
が期待される成長産業の本社機能の拡充を図るための
工業用地を整備

【防災協定の締結】

・進出企業と防災協定を締結し、避難地や支援物資の集
積場としての活用を図り、地域防災力を強化

推進区域

実施

実施

【防災協定の締結】

【工業用地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019

新しい産業の創出・集積内陸・高台部

工業

協定締結
施設が稼動した工業団地

整備完了

完了
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61 長泉町：長泉沼津ＩＣ周辺物流関連産業等集積区域

・平成27年9月に物流関連産業の拠点となる物流

施設が稼動し、新たな雇用が生まれている

・平成27年9月企業と町が防災協定を締結済み

進捗

状況

・

課題

対応

工業団地整備 A=3.2ha全体計画

企業誘致
H30実施

内容

工業用地等開発可能性調査
県支援

事業

【物流拠点の整備】

・物流拠点の創出と雇用の拡大による地域の活性
化を図るため、地域資源である農産物を広域的に
集め、食と農と物流をマッチング

【防災拠点の整備】

・災害時には進出企業の緊急物資保留・輸送機能
を確保した広域的な防災拠点づくりを推進

目的

・

事業

内容

新
東
名
高
速
道
路

東
名
高
速
道
路

推進区域

実施

実施

【防災協定の締結】

【物流拠点の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019

新しい産業の創出・集積内陸・高台部

工業

整備完了

協定締結

災害に強い物流施設

完了

62 小山町：（仮称）小山ﾊﾟｰｷﾝｸﾞｴﾘｱ・ｽﾏｰﾄｲﾝﾀｰを活用した地域産業集積事業推進区域

産業・観光拠点の整備 １式全体計画

・平成29年1月にﾓｰﾀｰｽﾎﾟｰﾂ関連産業集積事業
の実施設計着手済み

・平成30年８月に開発事業者と基本協定を締結

進捗

状況

・

課題

対応

用地買収、事業協力者の決定
H30実施

内容

内陸フロンティア推進区域調査事業費助成

内陸フロンティア推進資金

県支援

事業

【事業用地の整備】

・地域の観光資源を活かしたビジネス観光拠点を
創出するため、(仮称)小山スマートＩＣ周辺に地場
産品販売所やホテル、自動車関連産業を集積

【防災協定の締結】

・有事においては、(仮称)小山ＰＡ、富士スピード
ウェイと連携した防災拠点を創出

目的

・

事業

内容

新東
名高

速道
路

（仮称）小山PA予定地

推進区域

計画

計画

【防災協定の締結】

【観光拠点の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 20222021

一部
供用開始

協定締結

新しい産業の創出・集積内陸・高台部

観光設計着手
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63 小山町：再生可能エネルギーを活用した産業拠点整備事業推進区域

木質ﾊﾞｲｵﾏｽ発電所の整備 １箇所 、工業団地造成 100ha、施
設園芸団地の整備 １箇所

全体計画

工業用地安定供給促進事業費助成
県支援

事業

工業団地造成一部完了、木質バイオマス発電所完成
H30実施

内容

・平成28年3月に次世代施設園芸団地で栽培開始済み
・平成30年9月に富士山麓ﾌﾛﾝﾃｨｱﾊﾟｰｸ小山造成完了
・平成30年8月に上野工業団地の実施設計に着手
・平成30年9月に木質ﾊﾞｲｵﾏｽ発電所開所済み

進捗

状況

課題

対応

【木質バイオマス発電所の整備】
・資源循環型林業構築
【事業用地の整備】
・有事の際には隣接の工業団地等へ電力供給
【太陽光発電所整備】
・木質バイオマスと太陽光のハイブリッド発電
【次世代施設園芸団地等の整備】
・木質バイオマスを活用した次世代施設園芸を誘致

目的

・

事業

内容

実施

実施

実施

計画事業用地の整備

太陽光発電所整備

次世代施設園芸団地等の整備

木質バイオマス発電所の整備

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 20222021

造成完了

整備完了

整備完了

整備完了

新しい産業の創出・集積内陸・高台部

工業

農業

エネ

ルギー

新東
名高

速道

路

（仮称）小山PA予定地

推進区域

・

一部完了

64 小山町：東名高速道路足柄ｻｰﾋﾞｽｴﾘｱ周辺を広域都市交流拠点とした
土地利用事業推進区域

・平成28年8月に観光複合施設の実施設計に着手
し、平成31年度中に造成工事着手見込み

・平成30年度中に宿泊施設が完成し、操業予定

・今後、宿泊業者と防災協定を締結する

・平成28年7月にｽﾏｰﾄICｱｸｾｽ道路工事着手し、平
成30年度中に工事完了し、供用開始予定

進捗
状況
・
課題
対応

内陸フロンティア推進区域調査事業費助成
県支援
事業

一部宿泊施設完成、観光複合施設土地利用調整
H30実施
内容

観光拠点の整備全体計画

【観光施設の整備】

・東名高速道路足柄ＳＡスマートインターチェンジの
整備に併せ、観光拠点施設を整備及び工業用地を
創出

【防災協定の締結】

・有事においては広域防災拠点として活用。また、
新東名(仮称)小山ＰＡと連携し、防災機能を強化

目的
・
事業
内容

計画

計画

【防災協定の締結】

【観光施設の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 20222021

整備完了

協定締結

新しい産業の創出・集積内陸・高台部

観光

新

東
名
高
速
道
路

推進区域

一部完了
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65 小山町：生活と自然が調和した「富士小山わさび平地区」推進区域

・平成28年10月に住宅団地の実施設計着手済み

・平成29年度中に造成工事完了し、分譲を開始済

・平成30年9月時点で18区画が契約済であり、300㎡
超/区画のゆとりある住宅地にて、住宅の建設が進
んでいる

進捗
状況
・
課題
対応

内陸フロンティア推進区域調査事業費助成
県支援
事業

分譲販売
H30実施
内容

住宅団地整備 32区画全体計画

【住宅地の整備】

・沿岸部からの移転の受け皿の確保と県内外からの
移住・定住の促進を図るため、自然と調和した家・庭
一体の住宅団地を整備

【防災協定の締結】

・地区内の研修所等施設と協定を締結し、地域住民
や観光客の一時避難や災害復旧支援者受入機能を
確保

目的
・
事業
内容

新東
名高
速道
路

（仮称）小山PA予定地

推進区域

計画

実施

【防災協定の締結】

【住宅団地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020

造成完了

協定締結

新しいライフスタイルの実現の場内陸・高台部

住宅

自然と調和した住宅地

完了

66 小山町：南藤曲地区「家・庭一体の住まいづくり」推進区域

・平成27年3月に住宅団地の造成工事完了し、
全16区画が完売

・クルドサック（袋小路）を有し、車両の速度抑制
を促す安心・安全な住宅となっている

・豊かな暮らし空間創生住宅地として認定されて
おり、全ての区画の住宅が完成している

進捗
状況
・
課題
対応

豊かな暮らし空間創生事業
県支援
事業

H30実施
内容

住宅団地整備 16区画全体計画

【住宅地の整備】

・自然と調和した家・庭一体の住宅団地を整備し、
工業団地の職住近接の住宅としての機能を確
保

・有事に自立可能なスマートタウンの創出、区域
内に整備する避難地としてのパブリックスペース
の確保

目的
・
事業
内容

新東名
高速道

路

推進区域

実施【住宅団地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019

整備完了

新しいライフスタイルの実現の場内陸・高台部

住宅

豊かな暮らし空間創生住宅地

完了
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67 小山町：富士山の眺望を活かした駿河小山駅周辺活性化事業推進区域

・平成28年5月に工場が完成し、進出企業が操業
開始し新たな雇用が創出されている

・平成28年7月に災害時協力協定締結済み

進捗
状況
・
課題
対応

地域づくり構想等策定支援アドバイザー派遣事業

地域産業立地事業費助成

県支援
事業

H30実施
内容

工業用地の整備 A=10ha全体計画

【工業用地の整備】

・駅周辺に人の流れを創出するため駅周辺の未
利用地を企業誘致のための工業用地として整備
するとともに、観光客に対する情報発信機能を強
化

【防災協定の締結】

・有事に備え、立地企業と防災協定を締結すると
ともに、強化した情報発信機能を活用して防災情
報を駅利用者等に提供

目的
・
実施
内容

実施

実施

【防災協定の締結】

【工業・物流団地等の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019

造成完了

協定締結

新しいライフスタイルの実現の場内陸・高台部

推進区域

コミュニティ

防災協定を締結した立地企業

完了

68 小山町：富士山に抱かれた須走周辺地区観光活性化事業推進区域

・平成28年度に町が市街化調整区域における
開発許可基準を変更したことにより、２つの宿泊
施設が開業済み

・既存施設と防災協定締結済み

進捗
状況
・
課題
対応

県支援
事業

H30実施
内容

観光宿泊施設の整備 １式全体計画

目的
・
事業
内容

【観光宿泊施設の整備】

・「道の駅すばしり」周辺及び国道138号沿道に
観光宿泊施設を誘致

【防災協定の締結】

・有事に備え、誘致施設と防災協定を締結し、
道の駅と連携した観光客の一時避難地として活
用

道の駅すばしり
推進区域

202020192018 2021

実施

実施

【防災協定の締結】

【宿泊施設の整備】

事業内容 ～2017 2022

整備完了

協定締結

新しいライフスタイルの実現の場内陸・高台部

コミュニティ完了
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69 小山町：リバーガーデンタウンおやま宅地造成事業推進区域

・平成28年度に優良田園住宅の基本方針変更
に向けた協議実施

・平成29年度中に優良田園住宅の基本方針改
定及び住宅団地調査測量に着手済

・平成31年度中に造成工事の詳細設計を発注
予定

進捗
状況
・
課題
対応

県支援
事業

造成事業者の誘致
H30実施
内容

住宅団地整備 50区画全体計画

目的
・
実施
内容

【住宅地の整備】

・水と緑溢れる豊かな自然環境を生かした職住
近接のゆとりある住宅団地を整備

・避難所として利用可能な公園整備とともに、公
園を活用した防災イベントや自然環境保全活動
等を展開

新東名高速道
路

(仮称)小山ｽﾏｰﾄIC

推進区域

推進区域

推進区域

推進区域

実施【住宅団地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020 20222021

造成完了

新しいライフスタイルの実現の場内陸・高台部

住宅設計着手

70 吉田町：物資供給拠点確保事業推進区域

・平成28年4月に商業施設が開業、10月に防災公園
が完成し、供用開始済み

・平成28年10月に企業2社と町が災害時物資供

給支援協力に関する協定等を締結済み

進捗

状況

・

課題

対応

内陸フロンティア推進区域調査事業費助成

規制の特例措置
県支援事業

企業誘致H30実施内容

商業施設整備 A=4.4ha全体計画

【防災公園の整備】

・沿岸域等で被災した住民の受け皿となる防災公園
を整備

【商業施設の整備】

・有事に物資供給拠点となりうる商業施設を誘致

【防災協定の締結】

立地企業と協定等を締結することにより、防災拠点
機能を確保

目的

・

事業

内容

推進区域

実施

実施

実施

【商業施設の整備】

【防災協定の締結】

【防災公園の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019

新しい産業の創出・集積沿岸・都市部

商業

整備完了

整備完了

協定締結
商業施設と防災公園

完了
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71 吉田町：企業活動維持支援事業推進区域

・平成29年6月に事業区域内道路等の実施設計が
完了し、10月に道路等工事着手済み

・平成30年9月に造成工事着手し、今年度完了予定

・今後、企業の協力を得て、有事の応急仮設住宅用
地等用地の拠出による防災拠点機能の確保を目指
す

進捗

状況

・

課題

対応

内陸フロンティア推進区域調査事業費助成

規制の特例措置

県支援

事業

道路工事、橋梁工事、土地利用調整
H30実施内
容

工業団地整備 A＝3.0ha全体計画

【工業団地の整備】

・津波浸水想定区域内から移転する企業の受け皿
となる事業用地を造成

【防災協定の締結】

・新規立地に伴い用地を取得する際に、一定割合の
面積を拠出してもらうことで、応急仮設住宅建設用
地等を創出し、有事における防災拠点機能を確保

目的

・

事業

内容

推進区域

計画

実施

【防災協定の締結】

【工業団地の整備】

事業内容 ～2017 2018 2019 2020

新しい産業の創出・集積沿岸・都市部

工業

造成が進む工業団地

完了

協定締結

造成完了

72 川根本町：ICTを活用したサテライトオフィス・テレワーク推進区域

・平成29年4月にサテライトオフィス（コールセン
ター）が開所

・平成30年は地域に即した防災協定締結に向け、
毎月誘致企業との打合せを実施

・平成30年9月よりテレワーク業務を開始

・今後、サテライトオフィスの拡大を推進していく

進捗
状況
・
課題
対応

地域産業立地事業費助成（予定）
県支援
事業

防災協定締結、サテライトオフィス拡大促進
H30実施
内容

サテライトオフィス開所 １箇所全体計画

目的
・
事業
内容

【サテライトオフィスの設置】

・ＩＣＴを活用した場所や時間に捉われない柔軟な
就労機会を創出するテレワークの導入支援、企
業のサテライトオフィス等の誘致

【防災協定の締結】

・サテライトオフィスを展開する企業等と防災協定
を結び、ＳＮＳ等を活用し被災地情報を相互伝達
できるネットワークを構築

推進区域

実施

実施

【防災協定の締結】

【サテライトオフィスの

設置】

事業内容 ～2017 2018 2019

新しいライフスタイルの実現の場内陸・高台部

ＩＣＴ

整備完了

協定締結

テレワークの様子

完了
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73 森町：遠州森町PA周辺有効活用推進区域

目的

・

事業

内容

【観光交流施設の整備】

・小国神社に繋がる沿道は地域固有の歴史・文化等
を活かした休憩・交流施設整備を促進

【６次産業化施設の整備】

・県道の沿道は６次産業化施設を集約し「食と農」の
魅力を発信する拠点整備を促進

【防災備蓄倉庫の整備】

・有事においては、緊急輸送路や防災備蓄倉庫を整
備、休憩交流施設の緊急避難所として活用

全体計画 ６次産業化施設等の整備 一式

H30実施

内容
観光交流・６次産業化施設が稼働中

県支援

事業
地域づくり構想等策定支援アドバイザー派遣事業

進捗

状況

・

課題

対応

・平成28年2月に防災備蓄倉庫完成

・平成29年6月に小国神社内の店舗が建築工事に着
手し、平成29年11月に完成し、開業済み

新東名
高速道

路

森掛川IC

遠州森町PA

推進区域

事業内容 ～2017 2018

【６次産業化・交流施設
の整備】

実施

【防災備蓄倉庫の整備】 実施

内陸・高台部 新しい産業の創出・集積

観光

整備完了

整備完了

完了

観光交流・６次化施設防災備蓄倉庫

74 森町：森掛川IC周辺次世代産業集積区域

目的

・

事業

内容

【工業用地整備】

・既存工業団地の隣接地で、周辺環境に配慮した
工業用地整備を行い、物流業等を誘致

・区域西側の県道沿道は、遊休工場用地を有効利
用し工業用地を確保

【防災協定の締結】

・有事には、物資及び食糧供給拠点機能や迅速な
復旧対策の拠点機能を確保

全体計画 工業団地の整備 A=0.5ha

H30実施

内容
建築工事着手

県支援

事業

地域産業立地事業費助成（予定）

工業用地安定供給促進事業費助成（予定）

ふじのくにフロンティア推進資金（予定）

進捗

状況

・

課題

対応

・平成29年8月に遊休工場跡地への進出企業が決定

・平成30年2月に造成工事完了し、平成30年4月に
建築工事に着手し、今年度中に操業開始見込み

・進出企業と防災協定を締結予定

森掛川IC

遠州森町PA

推進区域

事業内容 ～2017 2018 2019 2020

【工業用地の整備】 実施

【防災協定の締結】 計画

内陸・高台部 新しい産業の創出・集積

工業

造成完了

協定締結

完了

建設中の工場（製造業）
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75 森町：内陸部への移転企業の受け皿確保区域

目的

・

事業

内容

【工業用地の整備】

・全国有数のものづくり産業の集積地である県西
部地域の特性等を生かし、内陸部への企業移転
の受け皿として、工業専用地域の未利用地を含む
周辺地域で工業団地を拡張整備する。

【防災協定の締結】

・有事には、立地企業に対し協定締結等への協力
を求め、立地優位性を生かした物資の供給・備蓄
機能を確保する。

全体計画 工業団地の整備 A＝1.1ha

H30実施

内容
アクセス道路造成工事着手

県支援

事業

ふじのくにフロンティア推進資金（予定）

地域産業立地事業費助成（予定）

進捗

状況

・

課題

対応

・平成30年度中にアクセス道路完成見込み

・平成29年１月に工業用地の実施設計に着手し、
平成30年２月に造成工事に着手し、平成30年度
中に完成予定

・進出企業と防災協定を締結予定

新東名高
速道路

森掛川IC

遠州森町PA

推進区域

事業内容 ～2017 2018 2019 2020

【工業用地の整備】 実施

【防災協定の締結】 計画

内陸・高台部 新しい産業の創出・集積

工業

協定締結

造成完了

工業団地（造成中）

完了
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【参考資料】第１期計画達成状況 

 １ 評価方法 

 （１）評価指標の達成状況区分 

区分 

(配点) 
内容 

ａ 

（3.0） 

現状値が目標設定時の想定以上であり、目標達成が見込まれる 

「現状値」が「目標値」以上※1のもの、又は「現状値」が「期待値※２」の推移の＋30％

超※1のもの 

b 

（2.0） 

現状値から判断し、目標達成が見込まれる 

「現状値」が「期待値※２」の推移の±30％の範囲内のもの 

ｃ 

（1.0） 

目標達成に向け、より一層の推進を要する 

「現状値」が「期待値※２」の推移の－30％未満※1のもの、又は「現状値」が「基準値」

以下※1のもの 

－ 統計値等発表前、当該年度に調査なし等 

※１：減少を目指す数値目標については、「ａ」の内容欄の「以上」を「以下」、「超え」を「未満」に、「ｃ」

の内容欄の「以下」を「以上」、「未満」を「超」に読み替える。 

※２：計画最終年度（平成 29 年度）に目標を達成するものとして、基準値から目標値に向けて各年均等

に推移した場合における各年の数値を「期待値」とする。 

 

 （２）「施策の方向」の達成状況区分 

区分 内容 

Ａ 

（3.0） 

目標設定時の想定以上であり、順調に進捗している 

施策の方向別の評価指標の達成状況に応じた配点の平均点が、2.5点以上3.0点以下

Ｂ 

（2.0） 

おおむね計画どおり進捗している 

施策の方向別の評価指標の達成状況に応じた配点の平均点が、1.5点以上2.5点未満

Ｃ 

（1.0） 

目標達成に向け、より一層の推進を要する 

施策の方向別の評価指標の達成状況に応じた配点の平均点が、1.0点以上1.5点未満

 

（３）「基本目標」の達成状況区分 

区分 内容 

○Ａ 
目標設定時の想定以上であり、順調に進捗している 

基本目標別の施策の方向の達成状況区分の平均点が、2.5点以上3.0点以下 

○Ｂ 
おおむね計画どおり進捗している 

基本目標別の施策の方向の達成状況区分の平均点が、1.5点以上2.5点未満 

○Ｃ 
目標達成に向け、より一層の推進を要する 

基本目標別の施策の方向の達成状況区分の平均点が、1.0点以上1.5点未満 
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 ２ 評価結果 

  （１）４つの基本目標全体の総括 

 第１期計画における数値目標の達成状況は、平成29年度実績により改めて達成状況の確認を

した結果、前回と同様に「４つの基本目標全てが順調又はおおむね計画どおりに進捗している」

ことが確認できました。 

  

基本目標 数値目標達成率（全体に占めるＡ，Ｂの割合）：12/14＝８５．７１％ ※前回と同じ

 

    [カッコ内は平成29年度外部評価の評価結果] 

基本目標 達成状況区分 

 施策の方向 評価指標 評価指標 施策の方向 基本目標

１ 防災・減災機能の充実・強化   

 １－１ 危機管理体制の強化・災害に強い地域基盤の整備  

  想定される大規模地震による犠牲者（第４次地震被害想定） ｂ(ｂ) 

  地震・津波対策アクションプログラム2013において目標を達成したアクションの割合 ｂ(ｂ) 

  多数の者が利用する大規模な建築物の耐震化率 ｂ(ｂ) 

  学校施設の耐震化率 ｃ(ｃ) 

  重要路線等にある橋梁の耐震化率 ｂ(ｂ) 

  第４次地震被害想定を対象とした津波対策施設（海岸）の整備延長 ｃ(ｃ) 

  津波の要避難地区で避難が必要となる人に対する津波避難場所の充足率 ａ(ａ) 

Ｂ(Ｂ) 

 １－２ 域内エネルギーの安定供給の確保（※）  

  新エネルギー等導入量（天然ｶﾞｽｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝを含む）＜再掲＞ ｂ(ｂ) 
Ｂ(Ｂ)※ 

○Ｂ 

(○Ｂ ) 

２ 地域資源を活用した新しい産業の創出・集積   

 ２－１ ６次産業化・農産物の生産力の向上  

  農業産出額 ａ(ａ) 

  農業生産関連事業の年間販売額 ｃ(ｃ) 

  ６次産業化等の新規取組件数 ａ(ａ) 

Ｂ(Ｂ) 

 ２－２ 県産材の需要拡大と安定供給体制の構築  

  木材生産量 ｂ(ｂ) 
Ｂ(Ｂ) 

 ２－３ 地域産業の活性化・企業立地の促進  

  企業立地件数 ａ(ａ) 

  新成長分野の取組件数（新成長分野の経営革新計画の新規承認件数） ａ(ａ) 

Ａ(Ａ) 

 ２－４ 静岡新産業集積クラスターの推進  

  静岡新産業集積クラスターにおける事業化件数 ａ(ａ) 
Ａ(Ａ) 

○Ａ 

(○Ａ ) 

※新しいライフスタイルの実現の場の創出の施策の方向「エネルギーの地産地消」と重複し、「再掲」であるため、施

策の方向の評価結果は、基本目標の評価へは反映しない。 
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基本目標 達成状況区分 

 施策の方向 評価指標 評価指標 施策の方向 基本目標

３ 新しいライフスタイルの実現の場の創出   

 ３－１ ゆとり（うるおい）ある暮らし空間の実現  

  住宅及び住環境に対して満足している人の割合 ｂ(ｂ) 

  長期優良住宅の認定数の県内年間住宅着工件数に対する割合 ｃ(ｂ) 

  「暮らし空間倍増」住宅の累計戸数 ｂ(ｃ) 

Ｂ(Ｂ) 

 ３－２ 自然と調和する良好な都市環境の形成・自然環境との共生  

  自分が住んでいる地域の景観を誇りに思う県民の割合 ｃ(ｃ) 

  身近にある公園や歩道等の花や緑の量を十分だと思う県民の割合 ｃ(ｃ) 

  都市計画区域内の１人当たり都市公園面積 ａ(ａ) 

Ｂ(Ｂ) 

 ３－３ エネルギーの地産地消  

  新ｴﾈﾙｷﾞｰ等導入量（天然ｶﾞｽｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝを含む） ｂ(ｂ) 

  県内の太陽光発電の導入量 ａ(ａ) 

Ａ(Ａ) 

 ３－４ 地域の魅力を活用した交流  

  観光交流客数 ｂ(ｂ) 

  県及び市町の移住相談窓口等を利用した県外からの移住者数 ａ(ａ) 

Ａ(Ａ) 

 ３－５ 多彩で魅力的な文化の創出と継承  

  県内に他に誇ることができる文化資源があると思う人の割合 ｃ(ｃ) 
Ｃ(Ｃ) 

○Ｂ 

(○Ｂ ) 

４ 暮らしを支える基盤の整備   

 ４－１ 交通・情報通信ネットワークの充実  

  中心都市等への30分行動圏人口カバー率 ｂ(ｂ) 

  高規格幹線道路の供用率 ｃ(ｃ) 

  高速道路の平均ＩＣ間隔 ｃ(ｂ) 

  超高速ブロードバンド世帯カバー率 ａ(ｂ) 

Ｂ(Ｂ) 

 ４－２ 豊かで活力あるまちづくり  

  日ごろ生活を営んでいる範囲において、都市機能が充足していると感じている人の割合 ｃ(ｃ) 

  良好な市街地を整備促進した区域の割合 ｃ(ｃ) 

Ｃ(Ｃ) 

 ４－３ 物流ネットワークの充実  

  国及び県の助成制度等を利用して建設された物流施設件数 ａ(ｂ) 

  富士山静岡空港の貨物取扱量 ｃ(ｃ) 

  駿河湾港定期貨物船の運行便数 ａ(ｂ) 

Ｂ(Ｂ) 

○Ｂ 

(○Ｂ ) 
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